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研究予算：運営費交付金（一般勘定） 

研究期間：平 23～平 26 

担当チーム：土砂管理研究グループ（火山・土石流チーム） 

研究担当者：石塚忠範、清水孝一、木下篤彦、高原晃宙 

【要旨】 

現行の土砂災害警戒情報には、①実績の乏しい地域・現象に対して十分な精度が得られていない可能性が高い。

②地形・地質等の違いによる影響が十分加味されていない。③降雨のみを指標としているため、切迫性が伝わり

にくい。④市町村単位の情報であるため、避難の対象となる地域が絞り込めない等の課題が指摘されており、土

砂災害の警戒避難に資する危険度情報作成技術の確立が急務となっている。 

本研究はこうした状況の解決を目標として、次のような目的を設定した。目的 1：豪雨による土砂災害発生時

刻予測モデルの構築、目的 2：斜面および渓流の監視情報を活用した警戒避難基準設定手法の構築、目的 3：豪

雨による土砂災害に対するきめ細かな危険度情報の作成方法の提案を行う。 

研究実施の結果、目的 1 に対し、山地の開析程度に着目しすることで、地形区分によって崩壊形態が異なるこ

とが明らかとなった。また、降雨の継続に伴う地下水位の上昇過程を取り入れた表層崩壊の発生危険度の評価手

法（idH-SLIDER 法）を開発し、空振り率を抑えた危険度情報を作成できることを確認した。目的 2 に対しては、

土砂移動と明瞭な関係をもつ水文情報（濁度・流量）を確認するとともに、渓流毎に土砂移動が発生した時刻を

記録する安価な土砂移動時刻ロガーを開発した。また、広域に土砂災害の発生情報を検知するため、地震計デー

タを用いた大規模土砂移動の検知手法を開発した。さらに、目的 3 に対しては、モデル地区を設定し、区域内の

災害危険箇所や動線、避難所などの基盤情報を元にマルチエージェントシステムによる避難所要時間をシミュ

レーションし、避難開始時間や地区の土砂災害に対する避難に関する問題点を明確化できることを確認した。

キーワード：表層崩壊危険度評価、idH-SLIDER 法、山地の開析程度、マルチエージェントシステム、警戒避難

1. はじめに

平成 20 年 3 月より全国で都道府県の砂防部局と気

象台が連携し、豪雨による土砂災害に対する警戒避難

体制の構築支援のために、「土砂災害警戒情報」の発表

が行われている。しかし、現行の土砂災害警戒情報は、

①実績の乏しい地域・現象に対して精度が低い可能性

が高い、②地形・地質等の違いによる影響が十分に加

味されていない、③降雨のみを指標としているため、

切迫性が伝わりにくい、④市町村単位の情報であるた

め、避難の対象地域が絞り込めない、などの課題が指

摘されている。実際、土砂災害警戒情報の発表が進め

られてきているにも関わらず、土砂災害発生前に警戒

情報が発表されていない事例も多く、土砂災害発生時

に避難が完了していないことが多い。そのため、①～

④の課題を解決する土砂災害に対する警戒避難に資す

るきめ細かい危険度情報作成技術の確立が急務である。 

このうち①に関して、時系列で斜面の崩壊危険度評

価が可能な idH-SLIDER 法を開発し検証を実施した

1)。 

②に関して、地形区分に着目し、開析状況に応じて

崩壊の形態が異なることを明らかにした 2)。また、そ

れら開析状況に合わせて、斜面の自動分割手法につい

て検討した 3)。そして、①や③に関しては、斜面の危

険度評価手法の精度向上や崩壊検知事例の蓄積を目的

とした安価で簡易な機器（土砂移動時刻ロガー）を開

発し現地検証を実施した 4)。 

③に関しては、高感度な振動センサのデータを用い

て降雨以外の情報でも準リアルタイムで深層崩壊等の

大規模な土砂移動現象の発生情報を把握することを目

的とし、過去の深層崩壊や大規模な土石流等が発生し

たときの地盤振動の特徴を整理した 5)、6)。 

また、④に関して、マルチエージェントモデルを用

いて避難対象者となる住民の避難行動を把握した 7)。 
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2. 簡易的な表層崩壊発生時刻予測手法の開発 

2.1. 背景と目的 

平成 21 年に当チームが公表した「表層崩壊に起因

する土石流の発生危険度評価マニュアル（案）」8)（以

下、「表層崩壊発生マニュアル」と呼ぶ）では、事業優

先度、監視箇所、対策工設置箇所の検討に活用できる

表層崩壊に起因する土石流の発生危険度評価手法（以

下、「H-SLIDER 法」と呼ぶ）が示されている。この

H-SLIDER法は、入力条件を現地調査によって把握で

きるもののみに絞り、地下水位を定常と仮定した分布

型力学モデルである。一方、既往研究 9)では、定常降

雨強度条件を仮定し、無限長斜面の安定解析と、簡易

な水文モデルで、地形条件から場所ごとの崩壊発生降

雨条件を降雨継続時間－平均降雨強度の関係、いわゆ

る id-threshold 例えば10),11)として算出する手法を提案し

ている。そこで、土層厚に実際の空間分布を用いれば

ある程度精度よく表層崩壊の相対的な危険度の評価が

可能であるとの指摘 12)に従い、H-SLIDER 法と既往

検討 9)の手法を組み合わせることにより、比較的簡易

な調査のみで現行の土砂災害警戒情報に用いられてい

る 1km メッシュごとの CL よりもきめ細かな単位で

崩壊が発生する降雨条件の予測を行うことが期待でき

る。 

そこで、「表層崩壊発生マニュアル」で用いられてい

る H-SLIDER 法へ、既に定式化されている一定降雨

強度条件下の地下水上昇過程の式 9)を取り入れた方法

13)を用いて、降雨強度と継続時間で求まる崩壊発生限

界降雨強度を 5mメッシュで算出した。その上で、平

成 21 年の災害時のハイエトグラフ及び崩壊箇所、時

刻を用いて同手法による崩壊発生時刻算出の可能性を

検討した。 

2.2. モデル 

H-SLIDER法は、無限長斜面安定解析の地下水位に

ついて、上流の降雨強度と地下水の流速が平衡状態に

あり、常に一定と仮定したモデル 14)である。それに対

して、本研究では、一定降雨強度条件下における降雨

の継続に伴う地下水位の上昇 9)を取り入れる。本稿で

は、従来の H-SLIDER 法が、地下水位が定常状態に

至った場合を仮定しており、降雨時間との関係から崩

壊発生時刻の予測ができなかった点について改良を検

討したものである。すなわち水文過程を用いた崩壊発

生の再現 9)ではなく、そこから得られる地下水深の発

生の有無による崩壊発生予測手法の提案を目的として

いる。 

H-SLIDER 法における無限長斜面安定式は（2.1）

式のとおりであり、地下水深と間隙水圧の関係は（2.2）

式のとおりである（図－2.1）。 

 

𝐹𝑠(𝑇) =
𝑐 + (𝛾𝑑𝐷𝑐𝑜𝑠2𝐼 − 𝑢(𝑇))𝑡𝑎𝑛𝜙

𝛾𝑑𝐷𝑐𝑜𝑠𝐼 ∙ 𝑠𝑖𝑛𝐼
 （2.1） 

 

𝑢(𝑇) = ℎ(𝑇)𝛾𝑤𝑐𝑜𝑠2𝐼 （2.2） 

 

ここに、Fs(T)は時刻Tにおける安全率、cは土の粘着

力[kN/m2]、γd は土層全体の単位体積重量[kN/m3]、

γw は水の単位体積重量[kN/m3]、D は土層厚[m]、I

は斜面勾配、u(T)は時刻Tにおける間隙水圧[kN/m2]、

φは土の内部摩擦角、h(T)は時刻Tにおける地下水深

[m]を示す。 

これに対して、不飽和領域を考慮した定常降雨に対

する地下水深 9)は、 

ℎ(𝑇) =
𝑎𝑟𝑠(𝑇)

𝐾𝑠𝑖𝑛𝐼
[1 − exp (−

1 + 𝑒

𝑒 − 𝑒𝑆𝑟

𝐾𝑠𝑖𝑛𝐼

𝑎
𝑡𝑠)] 

+ℎ0 ∙ exp (−
1 + 𝑒

𝑒 − 𝑒𝑆𝑟

𝐾𝑠𝑖𝑛𝐼

𝑎 
𝑡𝑠) 

（2.3） 

となる。ここに、𝑎は単位幅あたりの集水面積[m2/m]、

rs(T)は時刻 T における降雨強度[m/s]、K は飽和透水

係数[m/s]、eは間隙比、Srは飽和度、tsは継続時間[s]、

h0 は計算初期の地下水深[m]を示す。ここで、不飽和

状態の土の単位体積重量γ[kN/m3]、飽和状態の土の

単位体積重量γsat [kN/m3]、間隙比 e と飽和度Srの関

係は次のように定義される。 

𝛾

𝛾𝑤

=
𝐺𝑠 + 𝑒𝑆𝑟

1 + 𝑒
 （2.4） 

𝛾𝑠𝑎𝑡

𝛾𝑤
=

𝐺𝑠 + 𝑒

1 + 𝑒
 （2.5） 

ここに、土粒子の比重Gs=2.6 である。式（2.1）にお

けるγdは、γ、γsatによって次のように示される。 

 

図－2.1 モデルの断面の模式図 
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𝛾𝑑 =
𝛾(𝐷 − ℎ(𝑇)) + 𝛾𝑠𝑎𝑡ℎ(𝑇)

𝐷
=

𝛾𝐷 + (𝛾𝑠𝑎𝑡 − 𝛾)ℎ(𝑇)

𝐷
 （2.6） 

ここで、（2.2）式のu(T)と（2.6）式のγdを（2.1）式

に代入すると、 

𝐹𝑠(𝑇) =
𝑐 + [{(𝛾𝐷 + (𝛾𝑠𝑎𝑡 − 𝛾)ℎ(𝑇)}𝑐𝑜𝑠2𝐼 − ℎ(𝑇)𝛾𝑤𝑐𝑜𝑠2𝐼]𝑡𝑎𝑛𝜙

{𝛾𝐷 + (𝛾𝑠𝑎𝑡 − 𝛾)ℎ(𝑇)}𝑐𝑜𝑠𝐼 ∙ 𝑠𝑖𝑛𝐼
 （2.7） 

となる。さらに、（2.7）式に（2.4）、（2.5）式から得

られるγ、γsatを代入すると、 

𝐹𝑠(𝑇) 

=
𝑐 + {

𝐺𝑠 + 𝑒𝑆𝑟

1 + 𝑒
𝛾𝑤𝐷 −

1 + 𝑒𝑆𝑟

1 + 𝑒
𝛾𝑤ℎ(𝑇)} 𝑐𝑜𝑠2𝐼𝑡𝑎𝑛𝜙

{
𝐺𝑠 + 𝑒𝑆𝑟

1 + 𝑒
𝛾𝑤𝐷 +

𝑒 − 𝑒𝑆𝑟

1 + 𝑒
𝛾𝑤ℎ(𝑇)} 𝑐𝑜𝑠𝐼 ∙ 𝑠𝑖𝑛𝐼

 
（2.8） 

となる。ここで、（2.8）式において Fs(T)=1.0 となる

場合の地下水深 h(T)が崩壊発生条件となる地下水深

である。（2.8）式がFs(T)=1.0 の場合のh(T)に、（2.3）

式より h0=0 と仮定した h(T)を代入すると、継続時間

ts[s]に対する崩壊発生限界降雨強度Rc(ts)[m/s]（以下,

「限界定常降雨強度」）は次のように得られる。 

𝑅𝑐(𝑡𝑠)  

= 𝑀(𝑡)
𝑐(1 + 𝑒) + (𝐺𝑠 + 𝑒𝑆𝑟)𝛾𝑤𝐷𝑐𝑜𝑠𝐼(𝑐𝑜𝑠𝐼𝑡𝑎𝑛𝜙 − 𝑠𝑖𝑛𝐼)

𝛾𝑤𝑐𝑜𝑠𝐼{(𝑒 − 𝑒𝑆𝑟)𝑠𝑖𝑛𝐼 + (1 + 𝑒𝑆𝑟) 𝑐𝑜𝑠𝐼𝑡𝑎𝑛𝜙}
 

（2.9） 

ただし 

𝑀(𝑡) =
𝐾𝑠𝑖𝑛𝐼

𝑎 [1 − exp (−
1 + 𝑒

𝑒 − 𝑒𝑆𝑟

𝐾𝑠𝑖𝑛𝐼
𝑎

𝑡𝑠)]
 （2.10） 

この結果を、一般的な降雨強度の単位である[mm/hr]

に換算すると、崩壊発生条件は、継続時間 th[hr]に対

する限界降雨強度 Rc(th)[mm/hr]の関係で示すことが

できる。以上は、従来の CL の設定に相当するもので

あり、初期の地下水深h0を含む各パラメータは、その

前提条件である。 

このようにして得られた限界降雨強度に対して、崩

壊発生の評価は、thを 0 から十分に長い時間（本研究

では最大 48時間）まで、降雨データと同じ 10分間隔

で変化させ、崩壊を予測する時刻Tから th時間前まで

の降雨強度 rh(T, th)と、限界降雨強度Rc(th)を順に比較

し、一度でも降雨強度 rh(T, th)が発生限界降雨強度

Rc(th)を上回る場合に、「崩壊発生」として判定した。

降雨強度 rh(T, th)は次式で算出する。 

𝑟ℎ(𝑇, 𝑡ℎ) =
1

𝑡ℎ
∫ 𝑟𝑇𝑑𝑡

𝑇

𝑇−𝑡ℎ

 （2.11） 

ここに rTは到達時間内降雨量を示す。このハイエト

グラフから崩壊発生を判定するプロセスは、従来のス

ネークラインによる CL の超過・非超過の判定に相当

するものである。 

このプロセスは、定常過程を想定 9)して得た（2.3）

式に対して、非定常の降雨を想定する時間内の総雨量

が保存された定常降雨として判定している。一方で、

極端な短時間の集中豪雨や中断を含むような非定常の

ハイエトグラフを対象とする際、定常状態と同様の水

位上昇過程をたどるとは限らない。そのため、提案す

る手法の適用性の評価においては、この仮定の妥当性

に対する評価が含まれている。 

以下に、具体的な崩壊発生の予測手順を示す。例え

ば、ある時刻T1において判定する場合、時刻T1の 10

分前からT1までの10分間雨量÷(1/6 hr)をrh(T1, 1/6)、

T1の 20 分前から T1までの 20 分間雨量÷(2/6 hr)を

rh(T1, 2/6)・・・T1の 48時間前からT1までの 48時間

雨量÷(48 hr)を rh(T1, 48)として、T1における過去 th

時間平均降雨強度 rh(T1, th)を求める。thを短い時間か

ら 10 分、20 分・・・と順に変化させて rh(T1,th)と限

界降雨強度 Rc(th)を比較し、ひとつでも rh(T1,th)が

Rc(th)を上回った場合に時刻 T1で崩壊が発生したと判

定する。 

図－2.2 に示すハイエトグラフと限界降雨強度の例

では、8:00、10:00 で求めた rhはいずれも限界降雨強

度を下回っているため、崩壊発生とは判定しないが、

12:00 では th=6.0～10hrで限界降雨強度を上回ってい

るため、崩壊発生と判定する。 

この手法は、その時刻における地下水位を特定しよ

うとするものではなく、崩壊発生条件となる地下水深

を上回る水深が発生する可能性の有無を確認するもの

である。ただし、飽和地表流の発生による降雨流出は

考慮されていないため、限界降雨強度に相当する地下

水深が土層厚を上回っている場合や、地下水深が土層

厚を上回っている状態には適用できない。以下、

 

図－2.2 限界降雨強度と継続時間の関係の例 
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「idH-SLIDER 法」（H-SLIDER for assessing for 

critical condition rainfall Intensity-Duration 

threshold）と呼ぶ。 

2.3. 検証方法 

2.3.1. 検討対象地の概要 

本研究では、平成 21年 7月 21日に土石流が発生し

た山口県防府市剣川流域の右支渓（流域面積

0.064km2)を対象とした（図－2.3）。剣川流域周辺の

地質は大部分が深部までマサ化が進んだ防府花崗岩で、

平成 21 年 7 月の豪雨時にも、流域で複数の表層崩壊

が発生した。この時、崩壊土砂の一部は土石流化し、

砂防堰堤が捕捉しきれなかった土砂は下流の国道 262

号へ流出した。この災害後、対象流域で、概ね 15m間

隔で SH 型簡易貫入試験機を用いた貫入試験（140 地

点）及び 7 地点 16 試料の土壌試料採取がなされてい

る（図－2.4）6)。検証に用いる降雨データは、気象庁

地上アメダス防府地点の 10 分間雨量を採用した（図

－2.5）。崩壊発生時刻は、既存の聞き取り調査結果に

より概ね把握できている。剣川流域については、次の

ヒアリング結果が記録されている 15)。 

「8 時 10 分頃、国道 262 号きれいな水が流れてい

たが、流れが泥水になり小石大石になった。」 

「11時ごろ、剣川から土石流が流れ出し、国道の路

面より 1.0mぐらいの高さで流れていた。」 

「国道に水が流れだし、一気に赤い色の水が流れ、

その後土石流がごとごと音を立てて流れた。」 

この記述では、8 時過ぎにはすでに予兆的な水の濁

り等が見られているため、このころから流域内のどこ

かで崩壊が発生しはじめていた可能性はあるが、11時

以降に土石流の発生が記録されている。近隣の他流域

等の記録においても、周辺一帯で 11:00～12:00頃にか

けて、斜面崩壊、土石流等に関する現象が確認されて

いる。また、当時国道 262号で巡回していた県土木職

員らによって、12:00 頃に相次いで剣川中流域で土石

流発生が目撃されたことが示されている 16)。 

2.3.2. 計算に用いる地形量およびパラメータ 

計算に用いる斜面勾配と集水面積は、「表層崩壊マ

ニュアル」に従って、平成 21年に撮影された航空レー

ザ計測データから作成した数値標高モデルを用いて算

出した。本検討では、計算はすべて 5m格子点（以下、

「斜面要素」と呼ぶ）の値を用いた。 

最初に、現地調査及び既往事例等から再現計算に用

いる計算条件を設定し、この条件を基本となる計算条

件とした。それに対して、現地採取資料から得られた

結果の標準偏差をもとに、感度分析に用いる計算条件

を設定した。感度分析は、基本となる計算条件に対し

て、土の粘着力、土の内部摩擦角、飽和透水係数、表

層土層厚について標準偏差の範囲で上下位のケースを

設定した。 

 

図－2.3 研究対象地 

 

図－2.4 簡易貫入試験及び土質試験実施箇所 

 

図－2.5 平成 21年 7月 21日のハイエトグラフ 

 

表－2.1 採用したパラメータ 
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基本となる計算条件は、表－2.1のように設定した。

表層土層厚は、簡易観入試験結果 12)からNd値が 10以

下の層を土層とし、斜面要素毎の土層厚をKriging法

により内挿補完して求めた（図－2.4）。なお、崩壊跡

地については、渓床堆積物調査と災害前後の航空レー

ザ測量データ（以下、「LP」とする）の差分から推定

した崩壊・洗掘深を考慮して崩壊前土層厚を推定した。

計算上必要となる飽和度、間隙比は、湿潤状態、飽和

状態の土の単位体積重量から間隙率を逆算して求めた。

湿潤単位体積重量、飽和単位体積重量は土質試験結果

の平均値を採用した。 

飽和透水係数については、現地採取試料の透水試験

結果と現地で計測される浸透能の値は 1～2 オーダ近

く異なることがよく知られている 17),18)。そのため、広

島西部山系で流量観測データから求めた等価飽和透水

係数 5)を採用した。 

土の粘着力は、対象流域内の斜面要素が不飽和時（地

下水深=0）に安全率=1.0以上となる最小の土質定数を

逆推定したところ、6.5[kN/m2]が得られた。ただし、

この条件で再現計算を実施すると、崩壊判定要素は 4

要素と少なく、後述する的中率が 100%でカバー率は

40%未満（3/8）であった。このため、得られた値は、

実際よりもやや大きい（強い）値であると考え、この

値を 0.1 刻みで下げていき、的中率・カバー率が最大

となる値 c=6.0[kN/m2]を採用した。土の内部摩擦角は、

土質試験結果を参考に一般値を採用した。 

次に、感度分析に用いる計算条件は、現地調査結果

（表－2.2）の変動係数を基本となるケースの値に乗じ、

感度分析に用いる標準偏差として設定した。 

𝐶𝑉 =
𝑆𝐷𝑟

𝐸𝑟
 （2.12） 

𝑆𝐷𝑒 = 𝐸 ∙ 𝐶𝑉 （2.13） 

ここに、Er、SDr、CV はそれぞれ現地採取試料の

平均値、標準偏差、変動係数を示し、E は基本となる

ケースの値、SDeは感度分析に用いる標準偏差である。

変化させるパラメータは、基本となる計算条件に対し

て±標準偏差のケースを上位ケース、下位ケースとし、

±0.5×標準偏差のケースを上位中間ケース、下位中間

ケースと呼ぶ。この時、変化させないパラメータは基

本となるケースの値を採用した。これは、それぞれの

パラメータの面的な分布が標準正規分布に従うとする

と、母集団の約 68％の範囲を網羅したケース設定であ

る。なお、下位ケースが 0を下回った場合は 0を最下

位ケースとし、飽和透水係数については、常用対数値

に対して設定した。 

また、土層厚については、全要素の平均値（内挿値）

で一律とした平均ケースと、上位ケース、上位中間ケー

スについて実施した。平均ケースにおいて、1 要素の

みしか崩壊判定要素が発生しなかったことから、下位

ケースについては計算を実施していない。設定した感

度分析ケースを表－2.3に示す。 

2.3.3. 計算結果の評価方法 

実際に平成21年7月21日の豪雨で発生した崩壊地

の状況と、idH-SLIDER法による崩壊発生予測箇所及

び発生時刻の予測結果を比較した。対象範囲内には 8

 

図－2.6 土層厚分布 

 

表－2.2 土質試験結果 

 

表－2.3 感度分析ケース 

 

表－2.4 斜面要素の分割表 

 

試料数
平均値

Er

標準偏差
SDr

変動係数
CV

土の粘着力 [kN/m2] 16 3.08 3.50 1.14
土の内部摩擦角 [°] 16 33.79 5.81 0.17
飽和透水係数 [cm/s]
(常用対数値; Log10)

14 -3.028 0.510 -0.168

上位
E+SDe

上位中間
E+0.5*SDe

下位中間
E-0.5*SDe

下位
E-SDe

土の粘着力 [kN/m2] 12.81 9.41 2.59 0.00
土の内部摩擦角 [°] 41.02 38.01 31.99 28.98
飽和透水係数 [cm/s] 0.0828 0.0644 0.0388 0.0302

斜面要素 現地の状況

崩壊地 非崩壊地

計算結果

崩壊発生と判定
【崩壊判定要素】 G1 G3

崩壊発生と判定されな
い G2 G4

崩壊箇所 現地の状況｜崩壊地

計算結果

崩壊発生と判定された
要素を含む

PG1

崩壊発生と判定された
要素を含まない

PG2
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箇所の崩壊地があり、流域全体の斜面要素 2,565要素

に対し、崩壊地に含まれる崩壊要素は118要素である。

再現性の検証に用いる指標は適中率、カバー率とした

（式（2.14）、（2.15））。 

𝑃𝑣 =
𝐺1

𝐺1 + 𝐺3
 （2.14） 

𝐶𝑣 =
𝑃𝐺1

𝑃𝐺1 + 𝑃𝐺2
 （2.15） 

ここに、Pvは適中率、Cvはカバー率、G1～G4は計算

グリッドの数を示し、PG1、PG2 は崩壊箇所（ポリゴ

ン）を示す。また、それぞれの定義を表－2.4 の分割

表に示す。適中率は、崩壊判定要素を母集団とし、カ

バー率については、崩壊箇所を母集団としている。本

研究で対象とする斜面崩壊は 1 箇所あたり 240～

650m2であり、崩壊地内部に複数の斜面要素を含んで

いる。斜面崩壊は、崩壊地内部の全斜面要素が同時に

不安定化して移動を始めるとは限らず、内部の一部分

が不安定化して移動をはじめると、その周辺も引っ張

られたり、押されたりして移動を開始し、最終的な崩

壊形状に至る場合もある。この場合、モデル側から見

ると、このモデルによって崩壊が予測できたのは最初

の 1要素のみで、それ以外はモデルによって予測でき

たとは言い難い。しかし、反対に実際の現象から見た

場合、崩壊箇所内部の1要素でも崩壊が予測できてい

れば、その崩壊は予測できたと考えることもできる。

そのため、この両方の見方から予測精度を比較するた

め、適中率とカバー率の２つの母集団の異なる指標を

用いて評価する。 

提案する idH-SLIDER 法は、ハイエトグラフと比

較することで、崩壊が予測される要素が時々刻々と変

化し、これらの比較指標も時間とともに変化していく

のが特徴である。そのため、これらの指標の時間変化

にも着目して比較する。なお、計算初期段階において

地下水深が無い状態でも安全率が 1.0 以上得られない

「常に不安定」な斜面と、降雨強度 rh(T, th)が限界降

雨強度を Rc(th)を上回った場合に、地下水深が土層厚

を上回る斜面は、崩壊判定要素とはみなさない。 

2.4. 結果 

2.4.1. 位置の検証－実際の崩壊箇所との比較 

計算結果を図－2.7～図－2.9に示す。図－2.7には、

最も崩壊判定要素数が多く、適中率・カバー率の高い

12:10 の崩壊判定要素の分布を示す。対象流域内に存

在する 8 箇所の崩壊箇所に対して、2 箇所はひとつも

崩壊判定要素が含まれなかったが、6箇所については、

崩壊判定要素が存在し、崩壊箇所以外での崩壊判定要

素は 1要素のみであった。 

図－2.8 では、降雨開始直後から終了までの時系列

に沿って、適中率、カバー率、崩壊判定要素数を比較

する。崩壊判定要素は、降り始めから 21日 12：10ま

では増加傾向にあり、12：50以降減少傾向に転じてい

る。流域内で崩壊が多発した時間帯は、増加率の大き

 

図－2.7 平成 21年 7月 21日の再現計算

（idH-SLIDER法） 

 
図－2.8 比較指標の時間変化（idH-SLIDER） 

 

図－2.9 崩壊判定要素における降雨強度と継続時
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い 11:20～12:10の時間帯と推定される。また、カバー

率が降雨の時系列に沿って増加・減少するのに対して、

適中率が最初は高く、降雨後半で減少し、再び上昇す

る。これは、崩壊判定要素が増加すると、適中する要

素とともに空振りの要素が出現するため、適中率とし

ては減少するからである。これらから、最も多くの斜

面要素で崩壊発生が予測された時間帯であり、かつ適

中率、カバー率ともに高い値を示した時刻は 12：10

である。この時、適中率 0.89、カバー率 0.75を示し、

良好な予測結果だといえる。 

図－2.9には、崩壊判定要素について、降雨強度 rh(T, 

th)がRc(th)を上回り、崩壊と判定された最初の時刻に

おける最も短い thと rh(T, th)の関係を示している。最

も短い thとしたのは、評価する時刻Tからみて、直近

に記録された雨量がトリーガーとなったことを評価す

るためである。また、図中の「適中」とは時刻を問わ

ず適中した要素である。空振り要素と適中要素の間に

差は見られないものの、5~6時間以内 35mm/h以上の

強雨の継続が条件となった要素が多いが、その他の決

定条件による要素も 3要素あった。同一流域内に同様

のハイエトグラフを与えても、各要素は地形条件、土

質条件による異なる限界降雨強度によって評価された

予測結果であり、本ケースでは、大部分が 5～6 時間

雨量を条件として崩壊が発生すると予測されたことを

示している。 

2.4.2. 時刻の検証－聞き取り調査結果との比較 

idH-SLIDER法の特徴は、それぞれの斜面要素の崩

壊判定時刻が明らかになることである。しかし、実際

には山地で発生する斜面崩壊の発生時刻が正確に把握

できる場合はほとんどない。それと同時に、本モデル

を活用する場合においても、1 要素の変位が始まる時

刻を把握する必要はなく、流域や斜面単位での土砂災

害を引き起こすようなまとまった土砂の移動時刻を予

測できることが望ましい。図－2.8 によると、

11:20~12:10 の 1 時間の間に急激に崩壊判定要素が増

加し、最も多くなることから、この時間帯が対象流域

における崩壊予測時刻と考える。平成 21 年の災害時

の、聞き取り調査 8),9)によると、剣川流域内では、午前

8:00 過ぎから何等かの予兆的な現象が確認され、

11:00 ごろから 12:00 にかけて土石流の目撃証言が得

られている。さらに、この時間帯については、適中率、

カバー率の双方が最も高い値を示す時間帯とも一致し

ている。 

以上より、平成 21 年に実際に発生した斜面崩壊の

位置及び時刻について、概ね実態に近い結果が得られ

たと考える。 

2.5. 考察 

2.5.1. H-SLIDER法との比較 

従来のH-SLIDER法についても、「表層崩壊マニュ

アル」における表層崩壊発生危険定常降雨強度 rcと比

較する降雨の継続時間を仮定することで、崩壊発生時

刻を予測することが可能である。しかし、H-SLIDER

法は本来斜面要素の相対比較を目的とし、地下水深が

定常に至るまでの時間について十分評価できていない

ため、予測される結果には課題があると考える。ここ

では idH-SLIDER 法による結果と、従来の

H-SLIDER 法による結果を比較し、idH-SLIDER 法

による精度向上について考察する。 

H-SLIDER 法における rc は、その定義から

idH-SLIDER法の限界降雨強度Rc(th)について thを無

限大まで引き延ばしたRc(∞)と同義である。そのため、

idH-SLIDER法と同様に、thを変化させた rh(T, th)を

各要素の rc と比較すると、大部分の要素で短い th の

rh(T, th) が rcを上回ることが明らかである。そこで、

以下の手順で時刻ごとの崩壊発生を判定した。 

定常状態が形成される時間は斜面要素の地形条件に

よって様々であるため、thを3, 6, 12, 18, 24, 30, 36 時

間にそれぞれ固定したケースで、適中率、カバー率、

崩壊判定要素数の時系列変化を求めた。次に、最も適

中率,カバー率が優れていた th=30 時間のケースを

idH-SLIDERによる結果と比較した。 

この結果を図－2.10、図－2.11、表－2.5 に示す。

図－2.10は idH-SLIDER と同様に 12:10 の崩壊分布

を示す。また、図－2.12には、適中率、カバー率の両

者の相互の変化について示し、H-SLIDER法の結果に

は、th=30 時間以外のいくつかの結果も示した。図－

2.10 より、idH-SLIDER では予測できなかった崩壊

地内の要素を適中させている一方で、1 要素も適中し

ていない崩壊箇所があり、カバー率が 50%に留まる。

また、図－2.11の時系列変化を見ると、最も適中率・

カバー率が高い時刻は 12:10 と idH-SLIDER の結果

と同様であるが（表－2.5）、idH-SLIDERでは崩壊判

定要素数が降雨後半で減少するのに対して、

H-SLIDER法では時間とともに増加する。th=30時間

と長いことから、降雨後半ほど直近 30 時間の雨量が

多く、rc を超過する崩壊判定要素が増えているためで

ある。図－2.12より、他の thを採用した場合も、短い

th を採用したケースは空振りが多いために適中率が低

く、反対に長い thでは崩壊判定が少なくカバー率が低

くなる傾向がみられる。 
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以上から、idH-SLIDER法では、地形条件から限界

降雨強度の継続時間が定義されているため、

H-SLIDER 法と比較して崩壊実績から適当な thを選

択するプロセスが不要であり、精度よく崩壊発生の位

置と時刻を予測することが期待できる。 

2.5.2. 土質定数、土層厚に対する不確実性分析 

一方で、H-SLIDER法と同様に、土層厚や土質定数

の平面分布の設定方法によって予測精度が低下する問

題は解決できていない。そこで、いくつかのパラメー

タについて、「2.3.2 計算に用いる地形量およびパラ

メータ」及び表－2.3に示す条件で感度分析を実施し、

パラメータの不確実性による予測精度への影響につい

て比較した。 

崩壊判定要素の時間変化を図－2.13に、適中率、カ

バー率について図－2.14に比較した。崩壊発生予測時

刻は、「崩壊判定要素の絶対数が多い時刻」とすると、

降雨中に崩壊発生の有無を予測しようとしても、一連

の降雨終了後でないとわからない。そのため、降雨期

 

図－2.10 平成21年7月21日の再現計算（H-SLIDER

法） 

 

図－2.11 比較指標の変化（H-SLIDER法;30時間雨

量） 

 

表－2.5 idH-SLIDER法と H-SLIDER法の比較 

 

 

図－2.12 的中率・カバー率の関係 

 

図－2.13 感度分析による崩壊判定要素の時間変化 

 

図－2.14 感度分析による比較指標の時間変化 
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間中の変化も指標とできるよう、「時刻ごとの崩壊判定

要素数の増分が最も多く、同数が複数ある場合はより

早い時刻」を「崩壊判定要素の増分が多い時刻」とし

て図－2.15に比較した。しかしながらこの場合も、降

雨期間中に評価する場合、最も多いかどうかは降雨終

了までわからないため、実務利用上の予測時刻の推定

方法は今後の課題である。 

最初に崩壊判定要素数と適中率・カバー率について、

上下位ケースでの結果の差は、土の粘着力、土層厚、

内部摩擦角、飽和透水係数の順で差が大きかった。中

でも土の粘着力は、上位ケースと下位ケースの差が大

きく、上位ケース、上位中間ケースでは崩壊判定要素

が発生せず、下位ケース、下位中間ケースでは、最終

的には基本とするケースに対し、100 倍近い崩壊判定

要素が発生した。反対に、常用対数値でケースを設定

した飽和透水係数は、上位ケースと下位ケースの間に

得られる予測結果にほとんど差は生じなかった。土の

内部摩擦角については、その中間程度で崩壊判定要素

数が増加するも 10 倍未満に収まる結果であった。ま

た、土層厚については、内挿値の平均値のケースでは

1要素のみしか崩壊判定要素が発生せず、上位ケース、

上位中間ケースでは崩壊判定要素が発生するも、適中

率、カバー率ともに極めて低い結果しか得られなかっ

た。 

崩壊発生時刻について崩壊判定要素数の最大値で判

断する場合、図－2.13よりいずれのケースにおいても

11：40～12：20が崩壊発生予測時刻となり、パラメー

タによる差は見られない。また、図－2.15に示す崩壊

判定要素数の増分で判断する時刻は、土層厚を変えた

ケース、土の粘着力を変えた下位ケース、飽和透水係

数の上位ケースで変動幅が広い。土の粘着力の下位

ケースは粘着力を 0とみなした場合であり、土層厚の

平均ケースでは崩壊判定要素が 1 要素のみしかない。

また、飽和透水係数の上位ケースは、崩壊判定要素が

1 要素ずつしか増加しなかったために、増加する時刻

のうち最も早い時刻が抽出された。このような特異的

なケースを除くと、最大でも約 2 時間早まる程度で

あった。前述のヒアリング結果において、午前 8時ご

ろから水の濁りや土砂の流出など、前兆的な現象が確

認されていることから、これらのパラメータの不確実

性に伴う発生予測時刻の差は実際の現象の起きる時間

帯から大きく外れるものではなく、警戒避難を考える

実用上支障はない程度の差ではないかと考える。 

これらを勘案すると、いずれも現地調査結果の標準

偏差をもとに上下位のケースを設定しているが、最も

予測精度へ影響が大きいのは土の粘着力と土層厚であ

る。特に土層厚を一律に設定することは、簡易貫入試

験から土層厚を推定した結果と比較すると、多少のカ

バー率が確保できたとしても、適中率がきわめて低く、

空振りが多発することが確認できた。また、土の粘着

力を実際よりも低く設定（ゼロに近い値）することで、

空振りが急激に増加し、高く設定すると崩壊判定要素

が発生せず、評価できない恐れがあることが確認でき

た。 

従って、土の粘着力、土層厚は崩壊判定要素の増減

に寄与が大きく、特に慎重な設定が必要といえる。一

方で、飽和透水係数については、標準偏差内程度の変

動幅であれば、一般値を採用したとしても、前述のよ

うな大幅な予測精度の低下にはつながらないことが確

認できた。 

2.6. まとめと今後の課題 

本研究では、H-SLIDER法に対して地下水位の上昇

過程をとりいれて、簡易な水文モデルによる崩壊発生

時刻予測手法を提案し、平成 21 年 7 月に山口県防府

市で発生した表層崩壊に適用した。その結果、以下の

ことが確認された。 

（1）H-SLIDER 法と同じパラメータのみによって、

観測される降雨データと比較可能な崩壊発生の降

雨条件を降雨継続時間と平均降雨強度の関係で得

ることができる。 

（2）土の内部摩擦角と飽和透水係数については、現

地採取試料から得られる結果程度の不確実性が

伴ったとしても、比較的良い精度で予測できる。 

（3）土の粘着力、土層厚については、予測結果へ与

える影響が大きい。特に、土層厚について一律に

設定することは、予測精度が著しく低下する恐れ

がある。 

（4）本検討による予測精度は、分布型降雨流出モデ

 

図－2.15 崩壊判定要素の増分から判断した崩壊発

生予測時刻と感度分析におけるパラメータの関係 
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ルをもつ精緻なモデルと比較しても、適中率、カ

バー率の両面で高い予測精度をもつことが期待で

きる。 

以上から、本研究で提案する予測手法は、従来用い

られてきた手法と比較して、簡便に比較的精度良く崩

壊発生の恐れのある降雨条件が取得可能な手法である

といえる。 

本研究の検証は、剣川流域のひとつの降雨イベント

を対象に実施したのみである。特に、山間地における

崩壊発生位置、発生時刻の両方が正確に把握された事

例は極めて少なく、本研究の検証データについても、

聞き取り調査結果によって推定している。今後、新た

な監視手法の開発等により、土砂移動メカニズムの解

明とともに正確な発生時刻が記録された事例を積み重

ね、検証を進めることが必要である。 

 

3. 花崗岩地域における土層構造と表層崩壊形状に与

える山地の開析程度の影響 

3.1. 背景と目的 

花崗岩地域で表層崩壊が多発した山口県防府市の事

例では、災害後に詳細な現地調査が行われており 19)、

表層崩壊は発生場所及び土層構造により崩壊形態が異

なることが報告されているが、崩壊形態を規制する要

因についての詳細は明らかになっていない。事前にど

のような地区にどのような形態の崩壊が発生するかを

明らかにしておくことは防災上重要である。 

そこで、筆者らは、崩壊形態及び崩壊要因が規制さ

れる要因を明らかにするため、平成 21 年に土砂災害

が発生した山口県防府市の災害箇所にて山地の開析状

態及び土層構造に注目した調査を行った。 

3.2. 対象地域の概要 

山口県防府市では、平成 21 年 7 月 20～21 日の総

雨量 331mm（アメダス観測地点「防府」）の豪雨によ

り表層崩壊が多発し、それにより土石流被害が発生し

た。本研究では、この災害により土石流が発生した剣

川および阿部谷川流域を対象として検討を行った（図

－3.1）。 

両渓流の地質は、中粒花崗岩を主体とする白亜系の

防府花崗岩体を主体とし、一部に細粒花崗岩がレンズ

状に貫入している 20)。両者の岩相は不均質かつ優白色

と類似しており、粒度以外に明瞭な差は認められない。 

3.3. 結果と考察 

3.3.1. 山地の開析状態と崩壊形態との関係 

山地の開析の進行状態に注目し調査地域の地形を区

分すると、3 領域に区分出来る。また、図－3.1 の破

線の枠内において崩壊地の土層構造に注目した現地踏

査を行った結果、山地の開析状態により多発する崩壊

形態が異なっていることが明らかとなった。図－3.2

および以下に、各領域の地形および崩壊地の特徴を示

す。 

Ⅰ．山頂緩斜面領域 

開析作用がまだ直接及んでいないため、形成時期の

古い平坦面からなる山頂領域であり、阿部谷川の上流

部に分布する。深層風化が進んでおり、風化層が厚く、

土層も厚いことが特徴である。崩壊は、0 次谷などの

凹地形で多く発生していた。 

Ⅱ．開析斜面（上部）領域 

現在、活発に開析作用が進行中の開析斜面領域であ

り、剣川の大部分及び阿部谷川の一部に分布する。崩

壊が多発している領域であり、崩壊は、集水地形で多

く発生していた。 

Ⅲ．開析斜面（下部）領域 

既に開析が進行した領域であり、やせ尾根や尖峰が

分布し、斜面には露岩が点在する。阿部谷川の下流及

 

図－3.1 調査地域周辺の地形図(崩壊地の分布は山口

豪雨災害土砂移動実績調査より．渓岸崩壊は除外．) 

 

図－3.2 調査地域で発生した崩壊タイプ(案) 
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び剣川の下流の一部に分布する。崩壊は、土層厚が薄

く、急斜面で発生していた。 

斜面傾斜の分布を調べた結果、山頂緩斜面、開析斜

面（上部）、開析斜面（下部）の斜面傾斜のピークは、

それぞれ、20～30、30～40、35～45°であった（図

－3.3）。これは、斜面の開析により緩傾斜部が徐々に

削剥されたことを意味しており、調査地の地形発達史

を反映している。 

以上のように、調査地域では、山地の開析状態によ

り崩壊形態が異なることが分かった。また、崩壊密度

にも明瞭な差が認められ、開析斜面（上部）が最も高

く、山頂緩斜面が次に高いことが明らかとなった（図

－3.2）。 

3.3.2. 崩壊形態と斜面上の位置（尾根－河道）との関

係 

次に、崩壊発生位置の地形的特徴を明らかにするた

めArcGIS を用いて崩壊地の頭部から尾根までの距離

および頭部から河道までの距離を測定した（図－3.4）。

なお、ここでの河道は集水面積 5000m2以上とした。 

図－3.4より、開析斜面（下部）で発生した崩壊は、

尾根からの距離が 12m 以下かつ河道からの距離が

30m 以上離れた箇所で発生していたことが分かった。

次に開析斜面（上部）で発生した崩壊は、バラツキが

大きいが、尾根からの距離が 10m 以上かつ河道から

の距離が 60m 以下の河道に近い箇所に集中して発生

していたことが分かった。山頂緩斜面で発生した崩壊

は、バラツキが大きく、明瞭な多発地点が認められな

かった。この傾向は、平均値にも現れており、開析斜

面（下部）は尾根付近、開析斜面（上部）は河道付近、

山頂緩斜面はその中間地点で崩壊が発生していること

が分かる。河道からの距離が近ければ、当然、集水面

積が大きくなることから、開析斜面（上部）は開析斜

面（下部）に比較し、集水面積が大きい箇所で崩壊が

発生したと言える。 

3.3.3. 崩壊形態と斜面上の位置（尾根－河道）との関

係 

以上の結果から考察される山地の開析状態別の崩壊

発生要因を以下に示す。 

まず、開析斜面（上部）領域では、山地の大部分に

崩積土及び風化残積土が比較的厚く堆積しており、特

に集水地形である河道付近には土砂が供給され、厚く

堆積している。そのため、土層が厚く、地下水が集中

する河道付近で崩壊が多発したと考えられる。 

開析斜面（下部）領域では、既に開析が進んだ急傾

斜斜面のため土層は非常に薄く、河道付近への土砂の

供給を少ないと想定される。そのため、河道付近では、

崩壊が発生するほどの土層が堆積しておらず、崩壊は

発生しにくい。一方、尾根付近では、局所的な凹地に

落ち残りの土砂が比較的厚く分布しており、その土砂

が抜け落ちることにより崩落が発生したと推定される。 

山頂緩斜面領域は、山頂付近に位置するため他領域

に比較し集水面積は小さいが、深層風化により土層が

厚く形成されているため、0 次谷などの集水地形で崩

壊が発生したと考えられる。花崗岩の風化残積土であ

るマサ土は脆弱な土層のため、開析斜面（上部）より

小さい集水面積でも崩壊が多発したと推定される。 

以上のように、開析斜面（上部）および山頂緩斜面

では、地下水の影響により発生する「地下水集中型」

の崩壊が発生していたと考えられる。一方、開析斜面

（下部）領域では地下水の影響が少ない「土砂の抜け

落ち型」の崩壊が発生したと想定される。この崩壊要

因の違いが、豪雨時の崩壊密度の差に繋がったと推定

される。 

3.3.4. 崩壊形態により異なる崩壊発生評価手法の適用

性 

異なる崩壊形態をもつ調査地域の崩壊発生危険度を

適切に評価できるか、簡易なパラメータにより広域の

表層崩壊発生危険度を評価出来るC-SLIDER法8)によ

り、検討を行った。 

検討には、地形情報として崩壊発生前の LP データ

を用い、雨量強度は災害時の最大時間雨量である

72.5mm/hrを適用した。また、表－3.1に崩壊発生危

険度評価に用いた物性値の一覧を示す。物性値は当該

流域で採取した試料について土質試験を行って設定し

た。飽和透水計数については、同様な花崗岩地域での

調査 12)の数値に近似するように調整した数値を採用

した。 

土層厚は、開析斜面（上部）区域で実施した簡易貫

入試験結果と勾配との関係を整理し、斜面勾配を関数

とした土層厚モデルを作成し、設定した。今回適用し

た土層厚モデル式を下記の式（3.1）、（3.2）に示す。 

h=1.5 (0＜I≦30) （3.1） 

h=-0.044I+2.82 (30＜I) （3.2） 

これらの物性値は対数正規分布で近似した確率分布

として与えた。また、集水面積の算出には、D-Infinity 

Flow Direction法を用いた。 

表層崩壊発生危険度は、安全率の算出にモンテカル

ロシミュレーションを適用し、崩壊確率として評価し
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た。本検討における崩壊確率とは、計算式により算出

される安全率が 1.0 以下となる場合をカウントし、シ

ミュレーション回数（ここでは、10,000回）で除する

ことにより算出した。 

C-SLIDER法による計算結果を図－3.6に示す。図

－3.6 を見てわかるように、開析斜面（下部）は全域

において崩壊確率が高く、赤色を呈している。一方、

山頂緩斜面は斜面部においても崩壊確率が低い箇所が

多いため青～緑色を呈していることが特徴的である。 

開析斜面ごとの定量的な崩壊危険度を明らかにする

ため、表層崩壊マニュアル 8)にて提案されている崩壊

発生面積率（3.4）を算出した（図－3.7）。 

α = ∑ 𝐴mpi

n

j=1

 （3.3） 

α
𝐴⁄ = ∑

𝐴mpi
𝐴⁄

n

j=1

 （3.4） 

ここで、αは崩壊危険面積、α/Aが崩壊危険面積率

であり、Amはメッシュの面積、pはメッシュ iの崩壊

確率（計算実施回数のうち安全率が 1.0 以下になる確

率）、nは渓流内のメッシュ数、Aは対象斜面の面積で

ある。 

図－3.7 より、開析斜面（下部）が最も危険性が高

く、続いて、開析斜面（上部）、山頂緩斜面と評価され

た。この結果は、崩壊実績とは一致しておらず、特に

開析斜面（下部）が実績よりも危険度が高いと評価さ

 
図－3.3 各地域の斜面勾配ヒストグラム 

 

図－3.4 崩壊頭部と尾根・河道との位置関係 

 

表－3.1 崩壊発生危険度評価に用いた物性値の一

覧表 

 

 
図－3.5 表層土層厚調査結果 

 

図－3.6 表層崩壊危険度評価の開析結果 

 

図－3.7 表層崩壊危険度評価手法の適用結果 
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れた。この理由は、前章で述べたように、崩壊要因が

異なることが理由と考えられる。つまり、開析斜面（上

部）、山頂緩斜面で発生した崩壊のような「地下水集中

型」は危険度を評価できるが、開析斜面（下部）のよ

うな「土砂の抜け落ち型」は危険度を適切に評価出来

なかったことが原因と考えられる。 

3.4. まとめ 

平成 21 年に土砂災害が発生した山口県防府市を対

象として、崩壊形態と山地の開析状態との関係を明ら

かにした。崩壊形態は、斜面の開析状態に規制されて

おり、山頂緩斜面及び開析斜面（上部）領域では集水

地形において「地下水集中型」の崩壊が発生しており、

開析斜面では尾根部付近において「土砂の抜け落ち型」

の崩壊が発生していたこを明らかにした。また、この

崩壊要因の違いが、崩壊密度に影響を与えていたこと

を示した。 

さらに、表層崩壊危険度評価手法（C-SLIDER 法）

を適用した結果、崩壊の危険度は、開析斜面（下部）、

開析斜面（上部）、山頂緩斜面の順に高く評価され、開

析斜面（下部）領域は実際より危険側に評価された。

これは、土層構造及び崩壊メカニズムが異なる斜面で

は同一の危険度評価手法が適用できないことを示して

いる。 

今後、表層崩壊の危険度評価手法及び、その適用範

囲条件について、さらに検討を行い、きめ細かい土砂

災害危険度情報の開発に反映する予定である。 

 

4. 土砂移動発生時の水文動態分析 

4.1. 背景と目的 

山地流域における斜面崩壊、堆積物の再移動等を、

土砂災害につながる比較的大規模な土砂移動の前兆現

象としてとらえると、その発生時における近傍あるい

は下流域での流量・土壌水分量・濁度等水文動態の特

徴を整理・分析することで、土砂移動発生の覚知に資

する情報を得られることが期待できる。そのためには

土砂移動が発生した正確な時刻および水文観測のデー

タセットを蓄積する必要があるが、土砂移動監視機器

および水文観測設備の整備にはコスト面における経済

的な課題や設置箇所選定等の技術的な課題 21）があり、

土砂移動発生時刻と水文観測データがそろった観測事

例は数例が報告されている例えば 22)・23)・24)のみであり、

十分に蓄積されていない。 

上述のような背景のもと、筆者らは安価かつ簡素な

土砂移動発生時刻記録装置 4）（呼称「土砂移動時刻ロ

ガー」）を開発し、水文観測が実施されている渓流の渓

床堆積物に設置した。その結果、観測期間中に土砂移

動が発生し土砂移動発生時刻と水文観測データを得た。 

本研究では、当該土砂移動発生イベントと非発生イ

ベント、既往観測結果 23)における水文動態の差異を整

理し、濁度と流量の対応関係から土砂移動を覚知する

方法について検討した。 

4.2. 方法 

本研究の対象流域（図－4.1）は、岐阜県高山市奥飛

騨温泉郷中尾に位置する山地小渓流で、京都大学防災

研究所附属穂高砂防観測所が水文観測を実施している。 

流域源頭部の崩壊裸地斜面下部の渓床に崩壊土砂が

堆積しており、その再移動を検知することを想定し、

土砂移動時刻ロガーを設置した。土砂移動時刻ロガー

は、磁石が土砂移動時刻ロガー本体から離れることに

よって小型 GPS 端末とタイマーを起動させ、衛星か

ら時刻を取得し記録するものである。本研究では、再

移動した渓床堆積物が土砂移動時刻ロガーの磁石に接

続されたロープを巻きこみ、磁石が土砂移動時刻ロ

ガー本体から離れることでその時刻を記録するような

形式で平成 26年 7月 6日に設置した（図－4.2）。 

分析対象の水文観測データは、それぞれ 10 分間隔

の瞬時値である。平成 26年 7～8月の土砂移動発生イ

ベントと既往観測事例 23)、ならびに同規模程度以上の

流量が観測されたイベントについて、特に明瞭な差異

が認められた濁度変化と流量増減過程の対応に関して

分析・考察した。 

4.3. 結果と考察 

4.3.1. 土砂移動の検知状況の整理 

図－4.3 は、土砂移動時刻ロガー設置箇所の渓床堆

積物が再移動した状況である。設置時よりも河床が低

下していること、再移動した堆積物がロープと磁石を

巻き込んでいることが確認された。土砂移動時刻ロ

ガーの記録では 7月 17 日 23 時 51 分に土砂移動を検

知しており、同時間帯には降雨が観測されていた。検

知後に再度、設置箇所の土砂が移動した可能性はある

が、他に斜面や渓岸の崩壊等の土砂移動はなく、河床

に新たな土砂堆積が散見されるのみであったことから、

当該降雨が検知した土砂移動の誘因であると考えられ

る。 

4.3.2. 水文観測結果の分析 

図－4.4に 7～8月の水文観測結果を時系列で示す。土

砂移動を検知したイベント（イベントA、ピーク流量

0.41m3/s）と同程度以上の流量を記録したイベントと

しては、7/18 の 7 時台（イベントB、同 0.40m3/s）、

8/16 の 11 時台（イベントC、同 0.67m3/s）が挙げら
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れる。この 3イベントについて濁度と流量の応答をみ

ると、流量が増加していく過程では、いずれも流量に

対応して濁度も上昇している（図－4.5）。低減過程で

は、イベントAは流量ピーク（土砂移動検知）から約

1時間後に濁度が急上昇している時間帯（1：30～4：

20）が認められる一方で、イベントB・Cではピーク

後 1~2時間で濁度はほぼ消滅し、イベントAとは挙動

が異なる。これは土砂移動発生の有無に起因する差異

であると考えられ、過去に当渓流で実施された同地点

での土砂移動のビデオ撮影および濁度観測においても、

濁度上昇による土砂移動発生覚知の可能性が指摘され

ている 3)。 

既往事例での土砂移動発生は流量が 0.05m3/s から

0.08m3/sへの増加過程であり、流量規模と土砂移動発

生のタイミングが異なる。したがって、既往事例の10

倍程度の流量規模でも濁度が指標となりうることがわ

 

図－4.1 対象流域及び土砂移動時刻ロガー・観測機

器位置図 

（土砂移動時刻ロガーから試験堰堤までの流路長は約

1050m、比高差は約330mで、平均河床勾配は約18°） 

 

図－4.2 土砂移動時刻ロガーの構造（左）および検

知原理の模式図（右） 

（GPS端末により起動時の時刻を記録する） 

 
図－4.3 土砂移動時刻ロガー設置箇所の土砂移動

状況 

（設置時の想定どおり、渓床堆積物がロープを巻き
込み土砂移動時刻ロガーが作動。設置時から数十 cm
程度河床が低下しており、100～200m 下流の流路に
は本堆積物起源と推察される土砂が河床に堆積して
いた） 

 

図－4.4 平成26年7～8月の水文観測結果の時系列

グラフ 

（上から10分雨量、流量、電気伝導度、濁度で、左列が 7

月、右列が8月のグラフ。当該期間の顕著な出水としてイ

ベント A・B・C）が挙げられる。電気伝導度は流量の波形

（増減）に対して逆の増減を示すが、濁度は流量に応じて

増減している。8/16以降、濁度の計測値が上昇を続け計測

上限値を維持したのちに急低下しており、濁度計が堰堤に

堆積した土砂に埋没していた可能性が考えられるため、エ

ラーとして分析対象から除外した） 

 

図－4.5 イベント A,B,Cの流量・濁度の時系列変化 

（土砂移動発生イベント(A)と非発生イベント(B・C)で、

流量低減過程での濁度波形が異なる） 

土砂移動時刻ロガー
設置箇所（裸地斜面）
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(水文観測地点）

足
洗 谷

流域面積：0.85km2/流路長：1050m/河床勾配：約18°
観測項目：雨量・流量・電気伝導度・濁度
※流路長・河床勾配はロガー設置箇所～観測地点間の値
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かった。本事例での土砂移動発生に伴う濁度の急上昇

と、イベントA～Cの流量増加過程における濁度の立

ち上がりの波形は類似しており、濁度観測の結果のみ

から土砂移動発生の有無を判別することは困難である。

しかし、流量低減過程での濁度変化の差異は明瞭であ

ることから、流量の増減過程と濁度変化の対応を組み

合わせた分析によって、土砂移動発生の覚知が可能と

なることが示唆される。 

4.4. 結論と課題 

山地小渓流において、安価・簡素な方法で渓床堆積

物再移動の発生時刻を記録した。土砂移動発生イベン

トと非発生イベントの水文観測データを比較した結果、

流量と濁度の関係において明瞭な差異が認められた。

既往観測事例とは異なる流量規模・タイミングで発生

した事例であり、流量の増減過程と濁度の上昇とを組

み合わせた分析が、土砂移動発生を覚知する指標とな

りうることが明らかとなった。今後は、さらに事例を

蓄積し、濁度変化で検知可能な土砂移動と流量の規模、

観測地点との距離、流量・濁度変化の定量化等につい

て検討を進める予定である。 

 

5. 崩壊発生時刻予測手法の開発 

5.1. 背景と目的 

土砂災害対策において、ハード対策の推進と同時に、

ソフト対策を効果的に進めていくことの重要性が高

まっている。また、平成 26 年 4 月には、内閣府より

「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライ

ン（案）」26）が公表されており、避難を前提とした防

災対策が認知されつつある。既往の研究例えば27）による

と、降雨予測の情報のみでは、自治体による避難の呼

びかけや、住民の避難行動の契機になりづらいことが

明らかにされている。そのため、河川流量等の観測デー

タのほか土砂災害の前兆的な現象の通報など、複数の

情報を提供し、複数の段階に分けて発信し、「いつ」「ど

こ」が危険であるかがわかるきめ細かな情報となるよ

う、検討が重ねられている。 

情報の多様化、多重化は、避難勧告等の発令の判断

材料が増えることとなり歓迎すべきことである一方で、

大量の情報の集約と判断には、伝達される情報の正確

な理解と判断が必要であり、基礎的な知識や事前の訓

練が不可欠だと考えられる。最近になって災害を経験

している地域では、被災時の経験や、その後の訓練な

どにより、スムーズに対応が進む場合があるものの、

多くの自治体住民は、豪雨災害による避難経験がない

場合が多い。その場合、時々刻々と変化する状況と、

情報の集約・理解がうまく進まず、対応に結びつかな

い可能性があり、情報の内容や活用方法の理解の促進

についても、並行して取り組む必要がある。とりわけ、

いかにして経験したことのない避難時の状況変化や判

断が困難な点の実感をもつかは非常に重要であり、最

近は、自治体関係者のほか住民参加型の訓練の事例も

増えてきている。訓練の中では、ハザードマップや、

災害時のイメージ動画を見せることも多く、近年はマ

ルチエージェントモデルによる避難シミュレーション

を合わせて示す取り組みもある。 

マルチエージェントモデルは、主に建築や都市計画

分野を中心に平成 12 年前後から活用されることが増

えている例えば 28）。特に、地震・津波分野では平成 23

年 3月に発生した東日本大震災の実態調査例えば29）が進

められたことから、再現検証が実施される例もある 30）。

マルチエージェントモデルは、エージェントひとつひ

とつに、自律性が与えられ、行動ルールに基づいて与

えられた場面に対応する人間の行動をモデル化するこ

とができるが、これまで砂防分野での適用事例は限ら

れている例えば31）。 

砂防分野では、人口の少ない中山間地を対象とする

場合が多く、結果を統計データとして扱うことが不向

きであることが原因の一つと考える。しかし、土砂災

害特有の、豪雨～土砂移動～河床上昇～土砂氾濫など

の一連の現象の時間変化と、住民の移動、避難時の途

絶経路の発生などの災害の状況を俯瞰するツールとし

て、マルチエージェントモデルに期待できることも多

い。特に、再現される現象の不確実性が大きかったと

しても、情報提供のタイミングや、避難の開始時刻、

避難先等を自由に変えて比較できる点で、これまでイ

メージしにくかった災害時の状況を疑似的に経験でき

る可能性がある。 

そこで本研究では、すでに土砂生産から土砂・洪水

氾濫の一連の現象についてモデル化され計算可能な流

域を対象に、マルチエージェンモデルを用いて住民の

避難時間に関する検討を実施し、土砂災害に関連する

現象の変化と住民の避難行動時間の関係について考察

するとともに、砂防事業を対象としたマルチエージェ

ントモデルの適用可能性について検討した。ここで、

想定している現象は、豪雨による斜面崩壊と、それに

起因した土石流が引き起こす河床上昇による土砂・洪

水氾濫である。 

5.2. 研究手法 

5.2.1. 対象地の概要 

本研究では六甲山系において構築されている「リア
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ルタイムハザードマップシステム」32）（以下、「六甲シ

ステム」と呼ぶ）の対象範囲のうち、住吉川流域の上、

中、下流の 3 区域とした（図－5.1）。各区域は 1～

1.5km2である。 

住吉川流域は、砂防基準点を新落合橋（標高 69m）

とし、流域の広い範囲が市街地となっている。近年、

土砂整備率は 95%に及び、阪神・淡路大震災（平成

07年）で斜面崩壊が複数発生したことを除くと、集中

的に発生する斜面崩壊、土石流等の土砂災害はほとん

ど発生していない。しかし、昭和 13年、昭和 42年の

二度の水害では土石流が発生し、市街地にも巨礫や流

木が氾濫した。また、かつては日常的に土砂生産が盛

んで、隣接する石屋川、芦屋川とも同様に天井川となっ

ており、現在でも河床より周辺市街地の宅地の比高が

低い範囲が広い。 

5.2.2. 土砂災害現象の時系列の把握 

六甲システムの採用する計算モジュールは、分布型

流出解析モデル、無限長斜面モデル、住吉川本川にお

ける一次元土石流モデル、二次元土砂氾濫計算の４つ

で構成されている。降雨を入力条件として、崩壊発生

時刻、河川流量のピーク時刻、氾濫開始時刻等を連続

的に把握し、現象の発生時刻を追跡できる点で、災害

シナリオの作成に適している。なお、このモデルの再

現性については、河川流量は平成 16年 9月 30日及び

10月 20日の出水時の実績流量、斜面崩壊は、昭和 42

年 7月の崩壊事例に対して検証されている 32）。下記に

示す以外の水理条件は、検証時と同様とした。 

a) 対象ハイエトグラフ 

災害実績のある昭和 13 年 7 月 5 日のハイエトグラ

フ（神戸海洋気象台）とした。ただし、この災害は日

雨量規模では 200年確率規模に相当するが、短時間雨

量強度（最大 10分間降雨強度）については 7.9mmと

過去に経験した上位の降雨と比較して少なく、山地流

域では平地よりも強い降雨が生じる場合が多いことも

考慮して、ピーク時の 10 分間雨量を既往最大値であ

る 36.5mmに置き換えて採用した。採用したハイエト

グラフは図－5.2のとおりである。 

b) 生産土砂量 

本検討は、マルチエージェントモデルの利活用条件

の検討を主眼としているため、堤内地側で土砂が堆積

し、土砂移動による被害の発生が顕著に確認できる条

件を採用した。現行の砂防基本計画では、崩壊面積率、

崩壊深、土砂流出率から計画流出土砂量等が設定され

ているが、基本計画検討時の諸条件（崩壊深、土砂流

出率）の考え方において危険側を採用した場合の土砂

量（133.5万m3）を、土石流として給砂させた。 

c) 給砂タイミング 

六甲システムでは、分布型流出解析モデルを採用し

ているため、発生する土砂移動現象を時系列的に把握

できるが、斜面上で不安定に堆積した土砂が土石流化

して河道まで輸送される過程については再現できてい

ない。そこで、一次河床変動計算区間の上流端におい

て生産土砂量に相当する土砂が侵食可能な区間を設定

し、降雨ピーク時刻以降、土石流として流下するよう

に設定した。 

5.2.3. マルチエージェントモデルを用いた避難時間の

算定 

本研究は、対象地域における住民の避難行動の再現

性や、望ましい避難のあり方に関する比較検討の前段

階の基礎的な検討として実施した。そのため、避難の

前提条件及びエージェントの行動モデルは最低限のシ

ンプルな条件のみとし、避難タイミングの違いによる

避難時間の変化を試算した。 

a) 使用した基盤データ 

道路データは、国土地理院で公開する基盤地図情報

縮尺レベル 2500の道路縁データから、リンク（経路）

とノード（交差点及び道路端点）を作成して経路ネッ

トワークを構築した（図－5.3）。エージェントの初期

配置条件となる建物位置については、同様に基盤地図

情報縮尺レベル 2500の建物データを用いた。 

b) 初期条件とエージェントの属性 

各区域に配置するエージェント数は、住民基本台帳

に記載された各町丁目に該当する人口に、土砂災害発

生時の避難率（10％）を乗じて求めた。避難率は、孝

研究 33)によると近年の土砂災害時の実績が整理され

ておりしているが、対象世帯数が 50 世帯以上になる

と避難率は数%まで減少することが示されている。本

研究では、ある程度まとまったエージェントを設定す

ることで不確実性の少ない結果が得られると考え、暫

定的に 10%と設定した（表－5.1）。 

エージェントの初期配置は、基盤地図情報の建物

データ（ポリゴン）の分布する範囲に対して、配置数

が合うようにランダムに設定した。配置するエージェ

ントの属性として、各区域の該当する町丁目の年齢構

成比から、高齢者、乳幼児等の歩行困難者（6歳以下、

65 歳以上）と、それ以外の通常の避難が可能な者（7

歳～64歳）をランダムに設定した。 

c) 移動条件 
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移動条件として、移動開始時刻と、移動場所、移動

速度、迂回条件等が必要である。これらのエージェン

トの移動ルールについては、アンケート結果に基づい

たり、実験的に求めたり様々な事例があるが 34）、本研

究では、簡素な条件として、主に移動速度と迂回条件

のみの設定としている（表－5.2）。これらのより適切

な値の設定方法については今後の重要な課題でもある。 

移動開始時刻は、全エージェント同時とし、検討ケー

スを変えて複数比較し、移動場所は、各区域内の指定

された避難所（学校等）とした。エージェントの移動

速度は性別、年齢別で速度を変える事例も多いものの、

ここでは、歩行困難者等は一律 0.5m/s、それ以外は一

律 1.0m/s とした 35）。なお、混雑による速度低下はリ

ンクの人口密度別に設定し 36）、坂道による速度変化に

ついては現地調査時の GPS データから、斜面勾配と

速度の変化率の関係から求めた補正係数を乗じた。 

最短経路探索にワーシャルフロイド法を採用し、各

建物データから出発したエージェントは、移動中のリ

ンクが①斜面崩壊による途絶、②元の地盤から土砂堆

積深を含む水深と定義した流動深が 50cm 以上のいず

れかの条件を満たした場合に、通行不可と判断し、別

の経路を選択するとした。また、流動深が 50cm未満

の場合は、流動深がない場合から線形で変化させた 37)、

38)。ただし、計算結果より、斜面崩壊により経路が途

絶する箇所は発生しなかった。 

5.3. 結果 

5.3.1. 土砂災害現象の時間変化 

六甲システムで再現できる現象は、表層崩壊と、土

石流による河川流量の増加、流量の増加または河床上

昇による土砂・洪水氾濫である（図－5.4）。ここでは、

住民が事前に避難する場合に重要となる条件としてい

る。 

a) 斜面崩壊 

住吉川上流域で最初に崩壊が発生しはじめたのは、

累加雨量 205mm、午前 1:50 時点であった。その後、

微増傾向が続くが、8：00 以降、崩壊土量は急増を始

める。また、避難経路に隣接する市街地では 10：30

に最初の崩壊が発生し、12：00以降、新たな崩壊は発

生しない。従って、警戒避難上の契機となる時刻は、

1：50、8：00、10：30であった。 

b) 流量の推移及び土砂・洪水氾濫 

本川流量がピーク流量を記録するのは、降雨ピーク

と同時期の 10:30～10:40 である。また、土砂・洪水

氾濫が開始するのは、上流の西谷上流堰堤付近で

10:50、下流砂防基準点下流では 11:17である。ここで、

12:00 以降、新たな斜面崩壊が発生していないのに対

し、下流氾濫開始点ではこの時刻から氾濫が開始する。

本研究のシナリオでは、斜面崩壊が、かなり早い段階

から累加雨量に比例するように増加し、一定量に達す

るとそれ以上増加しないのに対し、土砂・洪水氾濫は

越流後に急速に状況が変化する。これらの時間的な関

係は、ハイエトグラフや流出特性、上流域の崩壊しや

すさ、河道断面等の相互の関係から変化すると考えら

れる。 

 

図－5.1 検討対象区域 

 

図－5.2 対象ハイエトグラフ 

 

図－5.3 経路ネットワークの例（区域 1） 
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5.3.2. 避難時間 

避難シミュレーションとして、表－5.3 に示す時刻

に、避難を開始したとして、避難時間を算出した。そ

の結果を表－5.4、図－5.5に示す。土砂氾濫タイミン

グの差から、区域 1・区域 2 では西谷・東谷流量ピー

ク直後の避難開始のケース（ケース 1）から避難の遅

延が始まるのに対して、区域 3 ではその 1.5 時間後の

避難開始のケース（参考 2）から避難時間の遅延が始

まり、経路の途絶により避難所に到達できないエー

ジェントが生じることが確認できる。 

5.4. 考察 

5.4.1. 土砂災害現象の時間変化 

本検討で設定したシナリオでは、最初の崩壊から、

集中的な崩壊発生、降雨ピークまでは 8時間以上の時

間差があり、急激に崩壊が発生し始める時刻（8：00）

までについても 6 時間以上の時間差があった。また、

崩壊土砂の流出時間なども考慮して、河川流量のピー

クに合わせて土石流の発生を想定したため、土砂・洪

水氾濫は 10:30以降に発生した。土砂・洪水氾濫は一

度越流し始めると、住宅や避難経路に連続的に被害を

及ぼすことから、本研究で想定したシナリオの斜面崩

壊の初発や集中的な発生を事前に把握することが、避

難時間の確保上重要であることがわかる。 

5.4.2. 避難時間の変化 

土砂・洪水氾濫が始まる以前と、氾濫の発生やピー

ク発生のタイミング前後に避難を開始した場合につい

て、避難達成時間を比較する。各区域は長辺を約 1.2

㎞としており、単純に計算すると、避難時間は概ね 15

～20分と考えられる。しかし、ランダムで配置した歩

行困難者や、ネットワークの影響により、避難経路上

の障害が発生しない場合でも、20～30分を要すること

がわかる。そのため、最初の崩壊や崩壊の急増を契機

にした避難開始では避難時の移動に土砂氾濫の影響は

受けないが、降雨ピーク・流量ピーク後の避難開始で

は、避難時間が遅延し、避難所に到達できない恐れが

あることがわかる（図－5.6）。また、区域１と区域３

では避難時間の遅延が生じる避難開始時刻の間に1時

間半以上の差があり、下流の区域に対しては、上流の

土砂・洪水氾濫を契機にしてもまだ避難時間が確保で

表－5.1 各区域に配置するエージェント数 

 

表－5.2 エージェントの行動ルール 

 

表－5.3 避難開始タイミング 

 

 

図－5.4 リアルタイムハザードマップシステムによる土砂災害関連事象の時系列 

推定区域人口
配置エージェント数
（うち歩行困難者比[%]）

区域１ 11,102 1,100 （36.4 %）
区域２ 10,986 1,100 （33.0 %）
区域３ 20,930 2,100 （29.0 %）

項目 設定概要

初期
条件

避難者の配置
建築物の範囲にランダムに配置．配置
数は住民基本台帳から設定した値

属性の設定 住民基本台帳に基づく年齢比
避難率 10％（既往実績等より設定）

移動開始条件 同時 （複数ケース検討）
移動先 市の指定する避難所

移動
経路

最短経路探索 ワーシャルフロイド法

迂回時の条件
避難経路にかかる斜面要素が崩壊
流動深50㎝以上

移動
速度

平常時

7歳以上64歳以下：1.0m/s
6歳以下・65歳以上：0.5m/s

*勾配補正係数：
α=1-0.0177θ
*密度補正：
1.5～3.8人/m2： 0.5m/s
3.8～6.5人/m2： 0.2m/s
6.5人/m2～：-

浸水時
水深50cmで移動速度0m/s
50㎝以下は線形に低下

避難開始 契機になる現象

ケース０ 8:00 斜面崩壊の急激な増加

ケース１ 10:40
避難路の一部で崩壊発生・
降雨・流量（東谷）ピーク

ケース２ 11:00
西谷堰堤上流付近で氾濫開
始

ケース３ 11:30 新落合橋下流で氾濫開始

参考１ 12:00 (下流氾濫開始から40分後)

参考２ 13:00 (下流氾濫開始から100分後)
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1：50
最初の崩壊が発生

3：10河道の土砂が移動

8：00崩壊が
集中的に発生

10：30避難路の
一部で崩壊が発生

11：17基準点下流氾濫開始

10：50基準点上流氾濫開始
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きることがわかる。 

ここで、昭和 13 年 4 月 1 日以降の時間雨量データ

から、土壌雨量指数を試算したところ、兵庫県南部（神

戸市）の大雨警報の土壌雨量指数の基準値123mmは、

7月 4日の午後 14：00～16:00には超過していたこと

になる。対象地域において現在運用中の土砂災害警戒

情報の発表基準は確認できていない。しかし、崩壊の

急激な増加は、翌 7月 5日の未明以降であるため、現

行の注意報・警報及び土砂災害警戒情報のほか、六甲

システムのような土砂移動に関する予測結果を加える

ことで、土砂災害に関する状況変化を把握し、避難の

契機とできる可能性があると考える。 

以上から、本研究で検討対象として設定したハイエ

トグラフに対しては、土砂災害が急増し始める時刻以

前に避難を開始すれば、モデル上平常時と変わらない

が、降雨ピーク・流量ピーク後の移動は、所要時間が

長く、到達できないエージェントが生じることがわ

かった。このことから、土砂移動に関する予測情報、

監視・観測情報を避難の契機としても、十分に避難時

間を確保する場合があることが確認できる。 

5.4.3. マルチエージェントモデルの活用可能性と今後

の課題 

本研究で、降雨～崩壊発生～土砂・洪水氾濫の一連

の現象と、それを条件とした避難シミュレーションを

実施した。その結果、それぞれの一連の現象のタイミ

ングと、それによる避難時間の変化を確認することが

できた。その際、検討対象のハイエトグラフに対して

は、斜面崩壊の初発及び集中的な崩壊発生を契機に避

難行動を開始すれば、土砂・洪水氾濫の発生より先に

安全な避難所に移動することが可能であることを示す

ことができた。 

再現性の高いマルチエージェントモデルの構築にあ

たっては、悪天候での経路選択など行動心理学的な知

見が必要であるほか、検討結果に対する検証が困難で

あるなど、課題は多い。同様に、シナリオの設定にお

いても、一定の仮定に基づくものであり、災害時にこ

の結果と同様の状況になるわけではないことなど説明

上の課題は、これまでのハザードマップなどと同様で

ある。しかしながら、地方自治体に対して、災害時の

影響を説明する場合や、豪雨の継続が予想される場合

に、実際の避難の時間感覚の目安として説明したり、

クリティカルパスを把握したりするツールとして、有

効であると考える。また、自治体の担当者や住民が、

早期に避難すべきか、屋内で退避的な行動をとるべき

か、判断が必要な場面において、被災時の具体的イメー

ジをもつことは、仮想のシナリオに対してであっても

重要なことと考える。特に土砂災害の場合、住居は山

腹斜面に接した危険な場所にあり、避難時に利用可能

表－5.4 80%避難達成時間 

 

 
図－5.5 避難時間計算結果 

 

図－5.6 避難時間計算結果(区域 2：ケース 3：12：

10) 

開始時刻 区域１ 区域２ 区域３
ケース０ 8:00 0：27：10 0：24：00 0：21：10

ケース１ 10:40 0：31：40 0：24：00 0：21：10

ケース２ 11:00 0：41：30 0：58：30 0：21：10
ケース３ 11:30 0：51：20 (80%に満たない) 0：21：10

参考１ 12:00 - - 0：21：10

参考２ 13:00 - - 0：26：20
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な路網が少なく、河川渡渉が必要などより厳しい条件

である場合の方が多い。そのような場合、より危険が

切迫した事態では屋内で移動するなどに留まるなどの

善処策があったとしても、望ましいのは早期に安全な

場所へ避難することである。早めの行動を喚起する資

料として、また実際の山間地での現象に敏感になり、

そのあとに発生する現象を想像する資料として、この

ようなシミュレーションツールを活用することは有用

だと考える。 

5.5. おわりに 

現在、各関係機関による降雨、流量等の監視・観測

データ、それらをもとに作成される危険度データ、さ

らに、SNSを用いた非公式情報など非常に多くの情報

が配信されている。しかしながら、自治体担当者や住

民が、実際にとるべき行動を判断するためには、避難

行動そのものの時間や距離といった定量的情報が必要

となる。その際、ある程度不確実性があったとしても、

このような計算ツールを用いて、災害時に行動につい

て事前に把握し、監視・観測によるデータと合わせて

提供することが重要だと考える。 

 

6. きめ細かな情報作成に向けたケーススタディ 

6.1. 背景と目的 

平成 19 年度より運用されている土砂災害警戒情報

は、日本全国をカバーする唯一の土砂災害に関する危

険度情報である。全国の市町村に対して、共通の指標

と同様の手法で設定された閾値で評価された CL（土

砂災害発生危険基準線）から作成されている。この情

報は、降雨量と降雨量をもとにした土壌雨量指数を指

標としているため、全国をカバーできる反面、降雨量

以外の素因が考慮できず、より危険度の高い箇所の絞

り込みや、素因による危険度の違いが評価できないな

どの課題があった。特に、近年になって、空間的・時

間的にもより精度よい予測情報や実際の土砂移動現象

によって、避難勧告等の発令や避難行動の動機付けに

なることが指摘されている。この時、行政機関に対し

て、降雨が予想される場合など、タイムラインの作成

が推奨され、災害発生の時間感覚の伴った体制づくり

が求められている。しかしながら、河川水位などと異

なり、土砂災害の場合、連続的な危険度の高まりが視

覚的に判断できる観測データは得られている場合はほ

とんどなく、土砂災害に対する時間感覚のイメージは

非常に難しい。 

そこで、本研究課題のケーススタディとして、以下

を実施した。(1)idH-SLIDER を用いて土砂災害監視

機器等の配置箇所を選定した。(2)idH-SLIDER 法を

用いて作成した土砂災害シナリオに対して、避難開始

時刻の異なる避難行動シミュレーションを実施し、避

難に要する時間について検討した。 

6.2. 実施方法 

6.2.1. 対象地の概要 

越美山系砂防事務所管内の揖斐川流域の広瀬浅又川、

瀬戸谷、根尾川流域の栃尾谷を検討対象の流域とした

（図－6.1）。ただし、避難行動シミュレーションにつ

いては、いずれの流域にも集落などが存在しないため

最も近く、建物がある程度連単連担する集落を対象と

表－6.1 対象地の概要 

 

 

図－6.1 対象地の位置図 

 

図－6.2 月最大日雨量と確率評価結果 

流域 面積
(ha)

地区 区域人口
(人)

揖斐川
広瀬浅又川 2.48 揖斐川町坂内 421

瀬戸谷 0.97 揖斐川町日坂 101

根尾川 栃尾谷 4.45 本巣市奥谷・口谷 34

0

100

200

300

400

500

600

19
76

19
81

19
86

19
91

19
96

20
01

20
06

20
11

月
最
大
日
雨
量
（m

m
）

揖斐川 20年確率

50年確率

100年確率

0

100

200

300

400

500

600

19
76

19
81

19
86

19
91

19
96

20
01

20
06

20
11

月
最
大
日
雨
量
（m

m
）

樽見
20年確率

50年確率

100年確率

(a)

(b)



5.2  リアルタイム計測情報を活用した土砂災害危険度情報の作成技術の開発 

 

した。対象流域の概要を表－6.1に示す。 

流域の地質は、揖斐川の 2流域は花崗岩類、根尾川

の栃尾谷は内陸の付加帯、堆積岩類）となっている。

近年崩壊発生日時の明らかな崩壊は発生していないが、

揖斐川・根尾川流域全体では、近年でもしばしば土石

流が発生している。図－6.2 に気象庁樽見地点、根尾

地点の年最大日雨量と、確率評価結果について示すが、

昭和 51 年以降、特に規模の大きい降雨として、昭和

61年、昭和 64年、平成 10年、平成 14年の突出して

おり、土石流等の発生履歴（表－6.2）とも一致する。

なお、確率評価については、「中小河川計画の手引き（案）

～洪水防御計画を中心として～」39）に従い、SLSC 値

より揖斐川は GEV、樽見は SQRT-ET 法による結果

を採用している。 

地形データは、平成 20 年撮影のレーザ計測データ

を用いた。土層厚分布は、簡易貫入試験結果から

Kriging 法により内挿して得られた分布を用いた。計

算に用いるパラメータは表－6.3 のとおりとし、基本

的には現地で採取した土質試験結果（3箇所の平均値）

を採用した。ただし、現地調査から得た土の粘着力は、

流域最少粘着力以下だったため、流域最少粘着力に置

き換えた。 

対象とした流域では、流量や地下水などの水文デー

タの観測が実施されているほか、流域内でもより危険

度の高い流域として、崩壊検知センサ等監視装置が試

験的に設置され、観測が進められている。 

また、現地調査等から設定した idH-SLIDER 法に

必要なパラメータは表－6.3 のとおりとした。いずれ

も、現地で採取した複数の土質試料の平均値である。 

6.2.2. 実施のながれ 

a) 配置箇所選定手法 

きめ細かな情報のひとつとして、崩壊検知センサ等

の土砂際災害監視機器による実際の土砂移動現象を把

握し、配信することが必要である。その場合、どのよ

うなハイエトグラフの場合にも、より早いタイミング

で土砂移動が開始する斜面を選定する必要がある。現

在はH-SLIDER法、C-SLIDER 法などから相対的に

危険度の高い箇所を選定し、現地調査などから設定し

ているが、これらの手法では、タイミングに関する比

較が不足している。そこで、開発中の idH-SLIDER

法に適用し、土砂災害監視機器の配置箇所選定に対す

るケーススタディを実施する。 

最初に、10数年以上の長期間の 1時間雨量データを

用いて、流域ごとに崩壊要素数の多い降雨イベントを

抽出する。抽出された降雨イベントに対しては、災害

史や災害報告等から、idH-SLIDER法による崩壊危険

度の高い降雨抽出結果の妥当性を確認した。 

次に、それらに対して、各斜面要素の安全率が 1.0 を

下回るタイミングを比較し、ハイエトグラフに関わら

ず、早いタイミングで危険度の高い箇所の抽出を試み

た。 

b) 避難時間の検討 

次に、idH-SLIDER法から求めた土砂災害危険度の

時系列変化を土砂災害シナリオとし、避難行動シミュ

レーションから避難時間を検討した。一般的なタイム

ラインでは、情報収集や職員の参集などを考慮して時

系列で整理さえている。しかし、実際の避難時間やタ

イミングの違いによるその時間の変化など把握できて

いないこともが多い。そのため、対象流域下流の地域

表－6.2 過去の主な災害 

 

表－6.3 パラメータの設定 

 

 

図－6.3 ハイエトグラフ（気象庁 樽見） 

年 期間 災害の要因，概要
1959 9月26日 伊勢湾台風
1965 9月14-～5日 奥越豪雨（台風23・24号，前線）

白谷の大崩壊が発生
1986 8月21～22日 集中豪雨：根尾松田地区で土石流が発

生
1989 9月2日～7日 秋雨前線：根尾板所地区他で土石流が

発生
1998 7月27日～29日 根尾越波地区や根尾下大須地区等で土

砂災害が発生
2002 7月8日～11日 根尾東板屋地区，根尾水鳥地区などで

浸水被害が発生
2011 8月27日 根尾越波地区で土石流が発生

広瀬浅又川 瀬戸谷 栃尾谷
飽 和 透 水 係 数
[cm/s] K 000616 0.0763 0.0072

土 の 粘 着 力
[kN/m2]

C 14.5 7.5 8.0

土の内部摩擦角
[°] φ 25.52 27.64 33.43

飽和度 [-] Sr
間隙比 [-] e
土粒子の比重 [-] Gs 2.6
水の単位体積重量
[kN/m2]

γ w 9.8

0

100

200

300

400

500

600

700

7
/9

/ 
4

:0
0

1
2

:0
0

1
8

:0
0

7
/1

0
/ 

0
:0

0

6
:0

0

1
2

:0
0

累
加
雨
量

(m
m

)

2002年

0

20

40

60

80

100

120

140

8
/2

1
/ 

2
2

:0
0

8
/2

2
/ 

6
:0

0

1
2

:0
0

時
間
雨
量
（

m
m
）

時間雨量
累加雨量

1986年

0

100

200

300

400

500

600

700

0

20

40

60

80

100

120

140

9
/5

/ 
1

4
:0

0

9
/6

/ 
0

:0
0

6
:0

0

1
2

:0
0

1
8

:0
0

9
/7

/ 
0

:0
0

6
:0

0

1
2

:0
0

1
8

:0
0

9
/8

/ 
0

:0
0

累
加
雨
量

(m
m

)

時
間
雨
量
（

m
m
）

1989年



5.2  リアルタイム計測情報を活用した土砂災害危険度情報の作成技術の開発 

 

に対して、3～5ケースの避難行動シミュレーションを

実施し、留意点を整理した。 

6.3. idH-SLIDER法による監視機器配置箇所の選定 

6.3.1. 土砂移動タイミングの比較 

過去の 1 時間雨量データ（ここでは過去 37 年間の

地上アメダスの雨量でデータを採用）に対して、崩壊

要素数を計算した。その結果を図－6.3に示す。 

その結果各流域の上位三降雨とし、広瀬浅又川は、

昭和 61 年 6 月 17 日、昭和 64 年 9 月 7 日、平成 14

年 7月 11日、瀬戸谷は昭和61年 6月 17日、昭和 64

年 9 月 7 日、平成 14 年 7 月 10 日、栃尾谷は昭和 61

年 8月 22日、昭和 64年 9月 7日、平成 14年 7月 10

日が抽出された。 

栃尾谷を例に示すと、各降雨イベントのハイエトグ

ラフは図－6.4に示すとおりである。昭和 61年は、24

時間以内に 424mm を記録し、最大 1 時間雨量は

98mm に及ぶ中央集中型降雨である。昭和 64 年は 2

日半にわたるまとまった降雨だが、ピーク時は 7時間

にわたり 30mm/h 以上が継続し、最大時間雨量は

66mm であった。平成 14年も昭和 64年とよく似てい

るが最初に 93mmの最大 1時間雨量を記録したのち、

その後数時間はまとまった降雨を継続している。この

ことから、idH-SLIDER法によって計算される崩壊要

素数は、特定の形状のハイエトグラフで多く計算され

ているわけではないことがわかる。 

6.3.2. 土砂移動監視機器の配置箇所の抽出 

それぞれの降雨期間中に、崩壊と判定された斜面要

素について、崩壊発生順位を与え、2 降雨間で比較し

た（図－6.5）。この時、同じ時刻に崩壊と判定された

要素には同じ順位を付与し、次の時刻の要素には同順

位の要素数分を空けずに次の順位を付与している。こ

の結果、異なるハイエトグラフ間の順位関係は右上が

りの線形関係を示し、ハイエトグラフに関わらず、崩

壊発生の危険性が高まる崩壊要素の順序は変わらない

という結果が得られたと考える。 

図－6.6 には、栃尾谷について、上記の３つの降雨

イベントに対する計算結果から、いずれの降雨によっ

ても高い順位で崩壊が発生するとされた斜面要素を示

し、原位置状況を確認した。最も危険度が高い斜面に

ついては、斜面上の段差地形、湧水などが確認され、

現地で確認した状況としても、比較的危険度の高い斜

面であることが見て取れた（図－6.7）。この周辺は、

越美山系砂防事務所が、平成 22 年以降、崩壊検知セ

ンサなどを設置して監視しているほか、継続して水文

水質調査を実施している箇所と一致している。 

以上から、現地調査から得た値と、長期間の雨量デー

タによる検証を行ったパラメータを用いて、監視対象

として妥当な危険斜面が抽出されたと考える。 

6.4. マルチエージェントモデルによる避難時間の検討 

6.4.1. 対象としたハイエトグラフ 

越美山系砂防事務所管内では、平成 26年 8月 10日

に、管内でも土砂流出や砂防堰堤への土砂堆積が確認

される比較的規模の大きい出水が発生した。そこで、

本節では、平成 26年 8月 10日のハイエトグラフをも

とに、避難行動シミュレーションを実施し、住民の避

難時間に関する検討を実施した。 

対象としたハイエトグラフは、気象庁アメダス樽見

地点で観測された平成 26 年 8 月 10 日 0:00~18：00

の10分間雨量を、1.65倍に引き延ばしたものとした。

揖斐川流域に対しては、直線距離は樽見地点よりも揖

斐川地点が近いものの、当時の雨量分布を考えると過

小だと考えたためである（図－6.8）。また、この降雨

時には、実際には斜面崩壊、土石流は発生していない

ため、日雨量の既往最大かつ土石流の発生した平成 14

年 7 月 10 日の日雨量に合わせて引き延ばすこととし

た。採用したハイエトグラフは図－6.9 のとおりであ

る。 

6.4.2. 土砂災害シナリオの作成 

採用したハイエトグラフに対して、各流域の土砂災

害シナリオを作成した。 

土砂災害シナリオの作成条件を表－6.4 に示す。豪

雨による土砂災害発生時の災害発生に係る時系列の変

化に応じて、河川水位の上昇、土砂災害警戒情報の発

令、山間部での土砂移動（崩壊）の発生、土石流の発

生が考えられる。ここでは、実際のハイエトグラフを

既往最大日雨量に合わせて引き延ばして採用している

ため、以下のように時系列変化を求めた。 

CL の超過時刻については、引き延ばしたハイエトグ

ラフをもとに土壌雨量を計算し、「ぎふ土砂災害警戒情

報ポータル」（http://alert.sabo.pref.gifu.lg.jp/）で確認

したCLより超過時刻を求めた。河川流量については、

中安の総合単位図法を用いて流出解析により求めた。 

崩壊発生については、idH-SLIDER法により時系列の

崩壊要素数を計算し、土砂災害進展の指標とした。土

石流発生は、各土石流危険渓流の流量ピーク時から10

分間を土砂濃度 30%として与えた。 

土砂災害シナリオの作成例として、根尾地区の土砂

災害シナリオを図－6.10に示す。 
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図－6.4 昭和 51年以降の 1時間雨量データ(気象庁アメダス 樽見地点)による崩壊発生要素数;崩壊要素数が 1

以上の時刻のみ連続して表示。 

 

図－6.5 異なる降雨間の崩壊発生順序 
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6.4.3. 避難行動モデルの構築 

避難行動モデルとして、エージェントの移動空間と

なる避難経路、エージェントの初期配置及びエージェ

ントの行動ルールを設定した。 

移動空間はそれぞれ、約 1km2程度の連担する集落

とした。それぞれ、地区内に1箇所以上の自治体で発

行するハザードマップに記載された避難所を含んでい

る。 

避難経路は、国土地理院で公開する基盤地図情報縮

尺レベル 2500及び 25,000の道路縁データから、リン

ク（経路）とノード（交差点及び道路端点）を作成し

て経路ネットワークを構築した。エージェントの初期

配置条件となる建物位置については、同様に基盤地図

情報縮尺レベル 2500 の建物データを用い、現地状況

から 

必要に応じて修正した。根尾地区、日坂地区が河川

沿いの国道・県道に隣接して建物が建ち、経路が 1つ

しかないのに対して、坂内地区は河川合流点に立地し

ているため経路が複数あると同時に、避難所の数も多

い。それぞれの地域の状況を図－6.11に示す。 

各区域に配置するエージェント数は、平成 22 年度

実施の国勢調査の小地域集計結果より、各地区内に居

住する人口の 100%とした。 

エージェントの初期配置は、基盤地図情報の建物

データ（ポリゴン）の分布する範囲に対して、配置数 

が合うようにランダムに設定した。配置するエー

ジェントの属性として、各区域の該当する町丁目の年

齢構成比から、高齢者、乳幼児等の歩行困難者（6 歳

以下、65歳以上）と、それ以外の通常の避難が可能な

者（7歳～64歳)をランダムに設定した。 

次に、行動ルールとして、移動開始時刻と、移動場

所、移動速度、迂回条件等が必要である。これらのエー

ジェントの移動ルールについては、アンケート結果に

基づいたり、実験的に求めたり様々な事例があるが 34）、

本研究では、簡素な条件として、主に移動速度と迂回

条件のみの設定としている（表－6.5）。これらのより

適切な値の設定方法については今後の重要な課題でも

ある。 

移動開始時刻は、全エージェント同時とし、災害無

氏（平常時）と、土石流発生時（降雨ピーク時とも同

じ）、CL超過時について実施した（表－6.6）。ただし、

日坂地区については、感度分析として、土石流発生の

10 分前と避難所を新たに 1 箇所追加したケースを実

施した。この時の避難所は、対象地域内で、土砂災害

警戒区域等にかかっていない建物とした。 

移動場所は、各区域内の指定された避難所（学校等）

 

図－6.6 昭和 64年 9月 10日降雨時の崩壊発生順

位 

 

図－6.7 A地点の林内の状況；湧水やパイプが見ら

れる。 

 

図－6.8 雨量分布 

 

図－6.9 採用したハイエトグラフ（実績×1.65倍） 

A地点

A地点

0
50
100
150
200
250
300
350
400
450
500
550
600

0

5

10

15

20

25

30

8
/1

0
 0

:0
0

8
/1

0
 3

:0
0

8
/1

0
 6

:0
0

8
/1

0
 9

:0
0

8
/1

0
 1

2
:0

0

8
/1

0
 1

5
:0

0

8
/1

0
 1

8
:0

0

8
/1

0
 2

1
:0

0

8
/1

1
 0

:0
0

積
算
雨
量

( 
m

m
) 

1
0
分
間
雨
量

(m
m

)



5.2  リアルタイム計測情報を活用した土砂災害危険度情報の作成技術の開発 

 

とした。エージェントの移動速度は性別、年齢別で速

度を変える事例も多いものの、ここでは、歩行困難者

等は一律 0.5m/s、それ以外は一律 1.0m/s とした 35）。

なお、混雑による速度低下はリンクの人口密度別に設

定し 36）、坂道による速度変化については疲労係数から

得た速度低下の関係式を用いた。40） 

最短経路探索にワーシャルフロイド法を採用し、各

建物データから出発したエージェントは、移動中のリ

ンクが元の地盤から土砂堆積深を含む水深と定義した

流動深が 50cm以上の条件を満たした場合に、通行不

可と判断し、別の経路を選択するとした。また、流動

深が 50cm 未満の場合は、流動深がない場合から線形

で変化させた 37),38)。 

6.4.4. 避難シミュレーションの実施 

表－6.4 土砂災害シナリオの作成条件 

 

 
図－6.10 土砂災害シナリオの例(根尾地区) 

 

表－6.5 エージェントの行動ルール 

 

表－6.6 避難シミュレーション開始時刻 

 

 

図－6.11 各地区の避難経路モデルと避難所の配

置 

CLの超過時刻 引き伸ばし降雨に対して算出した土壌雨量指
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河川流量・水位 中安の総合単位図法
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項目 設定概要

初期
条件

避難者の配置
建築物の範囲にランダムに配置．配置数
は住民基本台帳から設定した値．

属性の設定 住民基本台帳に基づく年齢比
避難率 100％

移動開始条件
同時 （避難シミュレーション開始時刻一
覧表参照）

移動先
初期の配置から最も近い市の指定する
避難所

避難
経路

最短経路探索 ワーシャルフロイド法

迂回時の条件 流動深50㎝以上

避難
速度

平常時

健常者：1.0m/s
7歳以下・65歳以上：0.5m/s
*勾配補正係数：

r=exp(4.614・θ )
r:変化率θ : 勾配
*密度補正：
1.5～3.8人/m2： 0.5m/s
3.8～6.5人/m2： 0.2m/s
6.5～人/m2：-

浸水時
水深50cmで移動速度0m/s．
50㎝以下は線形に低下．

避難開始時刻
坂内地区 日坂地区 根尾地区

災害なし （13：00） （13：00） （13：00）

CL超過 14：20 14：20 14：30

土石流発生前 ― 15：00 ―

土石流ピーク 15：10 15：10 15：10

避難所の追加 ― 15：10 ―

(a)根尾(栃尾谷)地区(一部拡大)

(b)坂内(広瀬浅又川)地区(一部拡大)

避難所追加ケースのみ

(c)日坂(瀬戸谷)地区(一部拡大)
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避難シミュレーションの結果を図－6.12 及び表－

6.7に示す。 

広瀬浅又川下流の坂内地区は、平常時では80%避難

完了まで 8分 90秒、降雨ピークより 50分早いCL超

過時刻でも同様、土石流危険渓流の流量ピーク時とと

もに避難を開始しても9分50秒と10分以内に人口の

80%が避難完了する結果となった。この理由は、避難

所が複数あるとともに、集落として発達しているため

経路が複数あるためだといえる。 

一方、瀬戸谷下流の日坂地区では、平常時でも人口

の 80%が避難所に移動するまでには 29 分 50 秒（約

30分）を要する。CL超過時に避難を開始した場合も

この結果は変わらないが、土石流発生の 10 分前では

達成率 71%、土石流発生時刻では 52%と居住する人口

に対して半数近くは避難所まで到達できない（図－

6.13）。この傾向については、根尾地区でも同様であり、

土石流発生時刻（降雨ピーク時）に避難を開始した場

合の達成率は 50%未満である。日坂地区、根尾地区と

も共通して、幹線道路に沿った集落であると同時に、

民家は斜面と河川の間の河岸段丘上や支川出口付近に

立地している。そのため、避難所までの移動距離が長

く、支川で発生した土石流によって経路が途絶するた

めである。 

そこで、感度分析として、日坂地区に対して避難所

を追加したケースと、土石流発生の 10 分前に避難を

開始したケースを実施しているが、この問題を解消す

るほどの効果は見られなかった。 

以上の結果から読み取れることは、避難の成否は対

象とする地域の地形条件と避難所の配置によるところ

が大きく、避難所を追加したとしても、経路が河川沿

いの道路に限られる場合は、避難に対して、非常に脆

弱な地域だということがわかる。また、一方で、実際

に土石流が発生する 30 分以上前に避難を開始した場

合は、いずれの地区も土石流の影響を受けていないこ

とから、あらかじめ避難に要する時間を把握し、災害

発生が予測される数時間前に避難所に移動を完了する

よう徹底する取り組み等は効果的だと考える。 

6.4.5. 考察 

これまで、砂防事業が主として対応としている中山

間地域においてマルチエージェントシミュレーション

を実施した例は極めて少なかった。人口が少なく、統

計的なデータの取り扱いが不向きである点、対象現象

の不確実性が大きく再現性に課題が残る点などがその

理由であると考える。しかし、本研究において、いく

つかの想定のもとでマルチエージェントシミュレー

ションを実施したところ以下の点が明らかとなった。 

1 点目は、河川、土石流危険渓流の位置関係、避難

所の位置、道路と河川の関係など地域の地形条件に

  

図－6.12 避難時間計算結果 

 

表－6.7 80%避難達成時間 

 

 

図－6.13 避難時間計算結果(日坂地区：避難所追加

時：15：30) 
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よって、災害時の避難の有効性が決まる点である。同

じ中山間地域であっても、坂内地区のような条件の場

合は、降雨ピークや土石流発生時など、現象が起き始

めてから避難しても、避難所に到達できる可能性があ

る。避難所と比較して、自宅の場所が危険な場合、災

害時の避難が有効な場合がある。しかし、日坂地区や

根尾地区の場合、経路が河川沿いの道路に限られ、経

路が途絶しがちであることに加え、避難所までの距離

があることから、豪雨時に屋外へ移動することは非常

に危険であることがわかる。ここでは、徒歩での移動

を前提に検討しているものの、自動車を用いた場合で

あっても、経路の途絶や土石流に捕まる可能性は同様

であると考える。 

2 点目は、根尾地区や日坂地区のような条件にある

地域の場合、避難所を増やすとしても、安全な場所自

体が地区内には少なく、一時的な避難場所を決めたと

しても、避難経路上の安全性が確保されるわけではな

く、1 点目の問題を解消するのは難しいと考える。反

対に、CL 超過時刻など、降雨ピークなどの 1 時間近

く前に行動を開始すれば、安全に避難が完了する可能

性は高いことが示された。従って、このような地域で

は、数時間前から豪雨が予測される場合の事前避難以

外は、避難所への避難は好ましくないといえる。 

以上のことから、定性的な比較ではあるものの、3

つの地区に対して災害の無い場合と、災害時の複数

ケースで避難シミュレーションを実施比較したことで、

各地区において効果的な避難行動が確認できたと考え

る。 

 

7. 高感度地震観測網等で計測する土砂移動現象及び

地震時の地盤振動の特徴 

7.1. はじめに 

高感度の振動センサは深層崩壊や大規模な土石流等

が発生したときの地盤振動を数十km離れた位置でも

検知できる 41)。国土交通省では高感度の地震観測網を

利用して、深層崩壊の位置を準リアルタイムで把握す

るシステムや観測局の整備が進められている。 

高感度の振動センサは地震時にも地盤振動を検知す

るため、検知した地盤振動の原因が深層崩壊等の土砂

移動か地震か判定することが検知情報の精度向上の重

要なポイントとなる。そこで、過去の深層崩壊や地震

時の地盤振動のデータを収集し、低周波の地盤振動に

も着目して、それらの特徴を整理した。 

7.2. 深層崩壊と地震による地盤振動の特徴 

7.2.1. 使用したデータと地盤振動の解析方法 

国立研究開発法人防災科学技術研究所の高感度地震

観測網 Hi-net が整備された時期以降の全国の深層崩

壊発生時の地盤振動データを収集するとともに規模の

異なる地震時の振動データも収集した。 

地盤振動の特徴を把握する上で、地盤振動波形の立

ち上がりの形状や振動の継続時間、卓越周波数、平時

の地盤振動と現象発生時の振幅の比率に着目して検討

した。周波数特性については、深層崩壊等の波形立ち

上がり箇所の波形データを抽出し、高速フーリエ変換

（FFT）で周波数スペクトルを求め、0.5～1Hz、1～

2Hz、2～3Hzという具合に 1Hz 毎に 20Hz まで、シ

グナルとバックグラウンドノイズの平均値とそれらの

比率を求め、最も比率の大きいところを卓越周波数と

した。なお、検知した観測局間で卓越周波数の値に揺

らぎがあるため、最頻値と最大と最低の卓越周波数の

範囲を整理した。 

平常時と現象発生時の地盤振動の振幅については、

地盤振動データから式（7.1）に示す RMS 値（Root 

Mean Square）を求め、深層崩壊発生時の振幅を示す

値として、2 秒間の RMS 値の平均値を STA（Short 

Term Average）、また、平常時の振幅を表す値として

60秒間のRMS値の平均値・LTA（Long Term Average）

を定義し、各現象の値を比較した。 

振動の継続時間については、STA/LTA が 1.75 を 4

秒超えた時刻から 1.2倍を 3秒下回った時刻までとし 

た。波形の形状については、定性的であるが、図－

7.1 に示すような大きな振幅となる前に先行した振動

の有無と波形の立ち上がりの緩・急等を確認した。 

地震については、深層崩壊時の地盤振動とよく似て

いるとされる海外を震源とするマグニチュード5以上、

震央距離 L=2,000km 以上の地震（ここでは「遠地地

震」と呼ぶ）について解析を行った。 

7.2.2. 深層崩壊と地震による地盤振動の特徴 

深層崩壊発生事例のうち、Hi-net等で地盤振動の波

形の立ち上がりが確認できた 20 事例と遠地地震によ

る地盤振動の特徴を整理した結果を表－7.1に示す。 

深層崩壊と地震の卓越周波数は似ているものもあるな

ど、深層崩壊と地震を明確に区分できる単純な判別で

きる指標はないことがわかったが、いくつか注目すべ
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き指標がある。 

その１つは先行振動の有無であり、先行振動があれ

ば深層崩壊と考えられる。図－7.2 に示すように遠地

地震のほとんどは 1～2Hz で、それ以外のものでも 2

～3Hzであり、4Hz以上のものはないのに対し、深層

崩壊では 1～2Hz のものが多いが、3～7Hz の事例も

ある。 

振動継続時間についても、図－7.3に示すように 10

～30秒程度のものが多いのに対し、遠地地震はもっと

長いものが多く、深層崩壊には地震と異なり 3分を超

えるような事例はなかった。また、STA/LTAについて

は図－7.4に示すように深層崩壊には 100 を超えるよ

うなものはない。また、振幅の大きくなっている範囲

も着目すべきと考えられ、図－7.5 に示すように遠地

地震の場合は、全国の観測局で振動を検知しているこ

とがわかる。 

先行振動の有無、振動継続時間、STA/LTA、地震と

深層崩壊を判別できるケースも多いと考えられる。た

だし、平成 26 年度の南木曽災害のように観測局の直

近で生じた土砂災害については、注意が必要と考えら

れる。 

7.3. 深層崩壊と地盤振動の低周波振動の特徴 

国土交通省の大規模土砂移動検知システムの観測所

や防災科学技術研究所の広帯域地震観測網（F-net）の

振動センサは0.01～0.1Hzといった低周波振動に対し

ても感度が高いものを用いている。平成 23年台風 12

号赤谷地区の深層崩壊発生時に、全国のF-net観測網

で深層崩壊に伴う低周波の地盤振動が確認されており、

その震動特性を確認した。 

7.3.1. 深層崩壊時の低周波地盤振動 

 

図－7.1 先行振動の例 

 

表－7.1 深層崩壊と地震による地盤振動の特徴 

 

※1 フルレンジで波形をグラフ化すると、先行振動があるように

見えるが、実際には先行部分の振幅が大きく、深層崩壊と同程度

のレンジでプロットすると先行振動がなく、立ち上がりも急なも

のが多い 

 

図－7.2 深層崩壊と遠地地震の地盤振動の卓越周

波数 

 
図－7.3 深層崩壊と地震による地盤振動の継続時

間 

 

図－7.4 深層崩壊と地震による地盤振動の

STA/LTA比 

 

図－7.5 遠地地震と深層崩壊の Hi-net100トレー

ス 
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振幅の大きな立ち上りに先行した小振幅の振動
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振動波形の形状
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・先行振動がある
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深層崩壊時に広域で低周波振動が確認できた平成

23年の台風 12号による奈良県赤谷地区と静岡県水窪

地区の深層崩壊事例について、X・Y・Zの 3成分の振

動データを機器特性補正、フィルタリング、積分演算

を行うことにより 0.01～0.1Hzの変位波形を求め、変

位を２次元的にプロットしたパーティクルモーション

を作成した（図－7.6）。赤谷地区、水窪地区の事例で

は地盤振動は深層崩壊の土砂の移動方向と同じ方向に

変位していることがわかった。 

7.3.2. 地震時の低周波振動の特徴 

地震時の低周波振動の地盤変位は地表面を伝搬する

表面波であるLove波やReyleigh波の特徴を示す波形

が確認された（図－7.7）。 

7.4. まとめ 

本研究では、地盤振動波形の特徴や継続時間などの

諸元、振動の広がり、低周波振動に着目することで、

その震源は深層崩壊か地震なのかある程度は判別する

ことができることがわかった。なお、様々な深層崩壊

時の地盤振動を収集し、その特徴を把握したが、今後

は、地震波形の伝搬のメカニズムの解明や震源種別の

自動判定方法を研究していく必要がある。 

 

8. おわりに 

本研究は、現在運用されている土砂災害警戒情報の

精度向上に繋がる技術開発と、実際に避難に関する勧

告等を発令する市町村の意志決定を補助する情報作成

手法の構築を目的として実施された。 

前者について、まず、地形・土質条件を加味した降

雨を指標とする斜面崩壊の発生危険度評価手法

「idH-SLIDER法」を開発した。本手法は、降雨強度

と降雨継続時間でもとめられる崩壊発生限界雨量とハ

イエトグラフから崩壊発生時刻を予測する手法である。

平成 21 年 7 月に山口県防府市で発生した斜面崩壊等

を対象として検証し、的中率とカバー率ともに７～８

割程度の高い結果を示すことがわかった。つぎに、現

在報告されている発生時刻は、住宅や道路など周辺で

発生した事象が覚知された時刻と降雨の状況を照らし

合わせて推定されているほか、災害に繋がらない斜面

崩壊等の事象が発生した時刻は全く分かっていないこ

とから、正確な土砂移動現象発生時刻を記録するため

の安価かつ簡易な「土砂移動時刻ロガー」を開発し、

現地における実証実験を行い機能と耐候性などの評価

を実施し、実用に供しうるレベルであることが確認さ

れた。さらに、斜面単位の危険度の評価手法や機器の

開発に加え、流域単位あるいは地域単位での大規模な

土砂移動現象発生時の監視技術として、高感度な振動

センサから得られたデータを解析し、大規模な土砂移

動現象の発生位置を推定する手法を開発した。 

後者について、マルチエージェントモデルを用いた

避難時間の算定手法を提案し、ケーススタディを実施

した。これによって、避難を開始のタイミングによる

所定の避難所までの到達状況の違いや避難路・避難場

所の障害を可視化することができた。近年防災対策に

おいて注目されている「タイムライン」に資するほか、

避難場所や避難方法の点検および避難訓練への活用が

期待される。 

開発された技術の実用化、高度化に向けて以下のよ

うな課題がある。 

 

図－7.6 赤谷地区の深層崩壊時のパーティクル

モーション（水平方向) 

 

図－7.7 国内大規模地震のパーティクルモー 

ション（鉛直方向)（平成 26.11.22長野県北部) 
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1.idH-SLIDER法の実施には、土質定数と土層厚の

データが不可欠である。本研究では、表層崩壊マ

ニュアルに基づいていることから、対象となる斜

面で密に簡易貫入試験を実施する必要があり時間

と費用を要する。このため、手法の普及には、よ

り簡易な土層厚の計測手法と標準的あるいは地域

の代表的な計測範囲の設定手法を開発するなど、

基礎データ取得方法の簡素化、効率化が不可欠で

ある。 

2.振動センサ等の観測データによる大規模土砂移動

監視においては、検知アルゴリズムの精度向上に

引き続き取り組んで行く必要がある。 

3.きめ細かな情報作成手法に関しては、その中心技

術であるマルチエージェントモデルに用いる斜面

崩壊危険度評価手法における課題に加え、作成さ

れた情報の利用者に応じた提供方法、提供内容を

実証実験を行うことにより深めていく必要がある。 
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Abstract ：The Sediment-related Disaster Warning Information is used to support early warning system (EWS) of 

local government. However, the issues that are weak arguments about difference of topography and geology have 

been pointed out, and it is required to establish technology to create dangerous information for warning and 

evacuation. 

This study has mainly four purposes toward usable information for EWS of local government. First is accuracy 

improvement against region and event with a few disaster records. Second is accuracy improvement with taking 

into topographical and geological features. Third is development of more urgent information with other indices 

than only rainfall data. Last is development of detailed study of warning information in smaller administrative 

units, which based on research administrative areas of the Sediment-related Disaster Warning Information. 

 

Key words : Shallow landslide susceptibility, idH-SLIDER method, degree of dissection, Multi-Agent System, 

Early Warning System (EWS) 


